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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第12期中 第13期中 第14期中 第12期 第13期

会計期間

自平成17年
７月１日
至平成17年

12月31日

自平成18年
７月１日
至平成18年

12月31日

自平成19年
７月１日
至平成19年

12月31日

自平成17年
７月１日
至平成18年
６月30日

自平成18年
７月１日
至平成19年
６月30日

売上高  　　　　　  （千円） － 1,272,645 1,303,504 2,296,173 2,385,744

経常利益又は経常損失（△） 　
 　　　　　　　　   （千円）

－ 131,901 △23,826 876,992 131,899

中間（当期）純利益
又は中間純損失（△）（千円）

－ 70,510 △63,027 512,208 73,074

純資産額        　  （千円） － 4,068,186 5,933,396 4,059,855 6,070,751

総資産額         　 （千円） － 4,823,863 6,412,452 4,585,987 6,661,484

１株当たり純資産額  　（円） － 16,960.13 22,705.59 16,867.76 23,279.82

１株当たり中間（当期）純利益
金額又は１株当たり中間純損失
金額（△）　　　      （円）

－ 298.05 △243.53 2,185.78 305.72

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益金額　　（円）

－ 280.78 － 2,036.91 281.17

自己資本比率　　　　　（％） － 83.2 91.7 87.0 90.4

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー　　　　　　　　（千円）

－ △104,352 △12,109 193,327 55,092

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー　　　　　　　　（千円）

－ △208,867 △1,526,353 △557,380 △805,089

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー　　　　　　　　（千円）

－ △276,632 △49,710 41,259 1,710,461

現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高　　　　（千円）

－ 1,784,804 1,766,984 2,374,657 3,355,158

従業員数　　　　　　　（人）
（外、平均臨時雇用者数）

－
(－)

52
(5)

58
(5)

32
(5)

49
(6)

　（注）１．第12期連結会計期間より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第14期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり中

間純損失であるため記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第12期中 第13期中 第14期中 第12期 第13期

会計期間

自平成17年
７月１日
至平成17年

12月31日

自平成18年
７月１日
至平成18年

12月31日

自平成19年
７月１日
至平成19年

12月31日

自平成17年
７月１日
至平成18年
６月30日

自平成18年
７月１日
至平成19年
６月30日

売上高           　 （千円） 1,004,415 660,429 151,517 2,296,173 807,942

経常利益又は経常損失（△）
　　　　　　  　    （千円）

337,872 114,571 △15,074 902,724 125,109

中間（当期）純利益
又は中間純損失（△）（千円）

196,929 65,794 △35,413 527,426 70,699

持分法を適用した場合の投資利
益            　　  （千円）

－ － － － －

資本金            　（千円） 831,781 833,685 1,834,400 833,614 1,834,342

発行済株式総数   　   （株） 235,184 237,552 259,780 237,464 259,708

純資産額         　 （千円） 3,671,056 4,023,845 5,907,726 4,005,218 6,027,085

総資産額          　（千円） 4,253,070 4,691,223 5,949,340 4,528,499 6,047,485

１株当たり純資産額  　（円） 15,670.46 17,004.51 22,821.91 16,932.09 23,289.48

１株当たり中間（当期）純利益
金額又は１株当たり中間純損失
金額（△）　　　　　  （円）

843.71 278.11 △136.84 2,250.72 295.78

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益金額　　（円）

782.81 262.00 － 2,097.43 272.03

１株当たり配当額   　 （円） － － － 200 200

自己資本比率      　  （％） 86.3 85.8 99.3 88.4 99.7

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー           　　 （千円）

△42,648 － － － －

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー　　　　　　　　（千円）

△56,673 － － － －

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー　　　　　　　　（千円）

△41,194 － － － －

現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高　　　　（千円）

2,556,934 － － － －

従業員数　　　　　　　（人）
（外、平均臨時雇用者数）

31
(4)

26
(3)

4
(－)

32
(5)

4
(－)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、第12期中は関連会社がないため、第12期以降は連結財務諸表

を作成しているため記載しておりません。

３．第14期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり中

間純損失であるため記載しておりません。

４．第12期より連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッ

シュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高は記載

しておりません。

５．当社は平成17年８月19日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。なお、１株当たり中間（当

期）純利益は期首に株式分割が行われたものとして計算しております。

６．第12期及び第13期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を

適用しております。
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２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成19年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

生体評価システム事業 23 （ 2）

化粧品事業 26 （ 3）

マーケティング事業 5 （－）

全社（共通） 4 （－）

合計 58 （ 5）

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は当中間連結会計期間の平均人員を（　）外書で記載しておりま

す。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。

３．従業員数が前連結会計年度末に比べ９名増加しましたのは、事業推進のための新規採用によるものでありま

す。

(2）提出会社の状況

 平成19年12月31日現在

従業員数（人） 4  

　（注）従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当中間連結会計期間における我が国の経済は、企業業績や設備投資は総じて堅調に推移したものの、サブプライム

ローン問題に端を発した米国経済の減速、原油価格や原材料等の高騰等の懸念材料が顕在化し、先行きには不透明

感が生じてきております。

　当社グループの主な事業領域の一つである特定保健用食品（以下「トクホ」といいます。）業界におきましては、

血圧や血糖値といった一般的な効能のトクホの開発に一巡感が生じたことに加え、イソフラボンやアガリスクの安

全性に関する問題が話題になり開発リスクが顕在化するなかで、トクホの主な開発主体である大手の食品・製薬企

業等の開発動向が鈍化し、新規の開発案件が減少する傾向が続いております。

  昨今の市場環境につきましては、トクホ商品の差別化が難しくなったために各企業が新規の効能や素材を用いた

独自性のある製品に対する開発意欲を強めることとなり、その結果、血管内皮（※１）機能、呼吸商、アディポサイ

トカイン等の当社グループ独自の評価系の優位性が高まっているという面もあります。社会の高齢化や健康保険財

政の逼迫による予防医療の必要性の高まり等という構造的な問題に何ら変わりはないこと、食品業界においては人

口減の時代に売上高の維持・増大を図るためには商品の付加価値を創出する必要があること等から、今後ともトク

ホ開発のニーズは相応に存在すると考えられ、当社グループでは、当社グループから主体的に開発案件の提案を行

うことに加え、抗疲労トクホの上市や医科向け製品の展開の本格化といった当社グループが現在進めている施策の

実現によって、トクホ市場の活性化に取り組んでいく方針であります。

　また、当社グループでは、従来からの中核事業であるトクホの開発支援に加え、開発段階だけではなく開発の前段

階及び市販後の調査やマーケティングへの関与、食品だけではなく医薬品や化粧品への事業領域の拡大、さらには

自社での製品開発や販売といった形でのビジネスモデルの拡張を進めております。当社グループでは、今後、各事業

相互のシナジー効果を発揮しつつ、グループ業績の拡大に向けた成長戦略を着実に推進してまいる所存でありま

す。

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

（生体評価システム事業）

　生体評価システム事業のうち評価試験事業におきましては、主にトクホの許可取得を目的とした臨床評価試験の

受託手数料について、下期に売上計上を予定しておりました試験の一部が当中間連結会計期間に売上計上されたた

め、計画を約125百万円上回る491百万円（前年同期比11.4％減）の売上計上を行いました。一方、新規受注につきま

しては、受注高は326百万円（前年同期比43.5％減）と低調に推移し、当中間連結会計期間末の受注残高は654百万円

（前年同期末比22.2％減）となりました。

　生体評価システム事業のうちバイオマーカー開発事業におきましては、「疲労定量化及び抗疲労食薬開発プロ

ジェクト」（以下「疲労プロジェクト」といいます。）における抗疲労トクホ候補製品のトクホ申請に向けた臨床

評価試験の受託手数料、財団法人循環器病研究振興財団からの研究受託料及び「精神検査方法及び精神機能検査装

置（ＡＴＭＴ）（※２）」に係るライセンス収入等について計画を約31百万円上回る計139百万円（前年同期比

30.9％増）の売上計上を行いました。また、新規受注につきましては、受注高81百万円（前年同期比60.3％減）とな

り、当中間連結会計期間末の受注残高は101百万円（前年同期末比40.2％減）となりました。

　なお、疲労プロジェクトは、平成19年６月に参加企業の１社から第一号となる抗疲労トクホの申請を行う等、臨床

試験データの論文化やトクホ申請を行う段階となっています。また、医科向け専用食品としましては、一部の製品に

関しまして、既に発売に向けた準備が進んでおります。そのほか、参加企業の１社と共同で当社ブランドでの抗疲労

トクホの開発も進展しており、トクホ許可の取得の後は、当社グループの日本予防医薬株式会社からの販売のほか、

ＯＥＭによる他社への供給も視野に入れております。

　また、疲労プロジェクトにおいては、当社グループは、プロジェクトの日程が終了する平成18年９月末から１年間

は抗疲労研究については疲労プロジェクト非参加企業との契約ができないこととなっていましたが、平成19年９月

末をもってこの制限が終了しました。これを受けまして、疲労プロジェクト非参加企業との研究開発もスタートし

ております。また、平成17年10月に発足しました大阪府「癒し環境空間開発研究会」においても、疲労研究の成果を

食薬以外へ応用した製品の臨床試験を受託する等、進展が見られました。 

　これらの結果、生体評価システム事業の業績は、売上高630百万円（前年同期比4.6％減）、営業利益238百万円（前

年同期比5.8％減）となりました。

（化粧品事業）

　化粧品事業におきましては、主力商品である「プラセンタ研究所」シリーズを中心として、通信販売部門で計画を

約93百万円下回る428百万円（前年同期比1.9％増）、卸売部門でほぼ計画どおりとなる203百万円（前年同期比

7.4％増）の売上計上を行いました。

　当中間連結会計期間におきましては、新商品「エストラックス」シリーズの投入にも合わせ、広告宣伝費を前連結
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会計年度よりも大幅に増加させ積極的な広告宣伝活動を実施しましたが、その効果が期待ほどは生じず、株主優待

制度を導入した効果も寄与して増収にはなったものの、広告宣伝費の増加が利益を大きく圧迫する結果となりまし

た。広告宣伝活動の効果が期待ほどは生じなかった要因としましては、広告媒体の選別が必ずしも適切ではなく媒

体によって効果の格差が大きかったことやトライアル（お試し）商品が業界標準と比べて高価であること等が挙

がっており、これらにつきましては下期以降に早急に対策を実施する方針であります。

　この結果、化粧品事業の業績は、売上高631百万円（前年同期比3.6％増）、営業損失111百万円（前年同期は2百万円

の営業利益）となりました。

（マーケティング事業）

　マーケティング事業におきましては、中間法人大阪府内科医会との提携によるトクホ等機能性食品の市販後調査

を引き続き実施し、第一号の市販後調査について売上を計上いたしました。また、この市販後調査事業の展開地域の

全国規模への拡大に向けた医療機関ネットワークの拡充等の取組みも継続しております。

　当中間連結会計期間においては、機能性食品の市販後調査の受託手数料等の売上計上を行いましたが、市販後調査

事業拡大のための医療機関ネットワーク拡充等の経費が上回ることとなり、営業損失を計上いたしました。しかし

ながら、市販後調査事業についての引き合いは活発であり、今後も引き続き受注拡大に向けて注力していく方針で

あります。

　この結果、マーケティング事業の業績は、売上高41百万円（前年同期比1,615.7％増）、営業損失24百万円（前年同

期は37百万円の営業損失）となりました。

　この他、持分法適用会社である医薬品ＣＲＯ（医薬品開発受託機関）の㈱クリニカルトラストの持分法による投

資利益37百万円の寄与がありました。

　一方で、㈱ビービーラボラトリーズの業績悪化により同社の繰延税金資産24百万円の取崩を実施しいたしました。

また、当社が資金運用目的で保有しております投資有価証券の一部（円建て元本確保型債券）に関しまして、デリ

バティブ部分を区分処理する必要が生じましたが、当該有価証券の性質上デリバティブ部分を区分することが困難

であるため、所定の会計処理指針にしたがい、当該有価証券の評価差損58百万円を営業外費用に計上いたしました。

当該有価証券につきましては、円建て元本が確保されていることもあり、これまでは区分処理が必ずしも求められ

るものではなかったと考えられますが、昨今この種の金融商品の時価を損益に反映させる範囲をより広く捉えるよ

うになってきており、それを踏まえた処理を行ったものであります。なお、当該有価証券につきましては、今後の研

究開発投資等の資金の必要性にも考慮しつつ、ある程度長期的に存在することが想定される手元資金に関しまし

て、元本が確保され、また一応の換金性がある金融商品にて運用を行っているものであり、当該有価証券を満期償還

まで保有することが十分に可能であると想定しておりますので、転売等により評価損が顕在化することはないもの

と考えております。

　以上のようなことから、当中間連結会計期間の業績は、売上高1,303百万円（前年同期比2.4％増）、営業損失34百万

円（前年同期は74百万円の営業利益）、経常損失23百万円（前年同期は131百万円の経常利益）、中間純損失63百万

円（前年同期は70百万円の中間純利益）となりました。

＜用語解説＞ 

※１　血管内皮について

　「血管内皮」とは血管の最も内層に位置する一層の細胞層を言います。昨今、高齢化の進展や生活スタイルの欧米化等にともない、高

血圧、糖尿病、動脈硬化といった生活習慣病は増加の一途を辿っておりますが、これらの疾患に共通する背景として血管内皮機能の低

下が指摘されており、生活習慣病は総じて「血管内皮病」の側面があるとも言われています。血管内皮は、一酸化窒素に代表される血

管弛緩因子を産生して血管トーヌス（収縮・拡張の程度）や血流をコントロールし、血圧やインスリン感受性の維持、動脈硬化の予防

等に極めて重要な役割を果たしています。また、血液の凝固または線溶を調整する因子を産生して血管内で血栓が形成されるのを防ぐ

役割も担っています。さらには、例えば更年期においては、一酸化窒素の産生を促すエストロゲン（卵胞ホルモン）分泌の減少のため

に一酸化窒素の産生量が低下し、これにより血管内皮機能が障害され、肩こり、冷え性等の更年期障害が惹起されることが知られてい

ます。

※２　精神検査方法及び精神機能検査装置（ＡＴＭＴ）について

　「精神検査方法及び精神機能検査装置（ＡＴＭＴ）」は、当社の創業者である取締役梶本修身（大阪市立大学大学院医学研究科ＣＯ

Ｅ生体情報解析学講座教授）が開発した精神疲労や痴呆に関する定量評価システムです。予め定められた順にポイントされる所定数

のターゲットをタッチパネル画面上にランダムに配置して表示し、被験者にその定められた順に各ターゲットをポイントさせて各

ターゲットの探索に要した探索反応時間を測定し、この測定値に基づいて被験者の神経機能を演算し、数値化するものです。精神疲労

や痴呆の程度が高まれば高まるほど、各ターゲットの探索や反応により長い時間を要することを利用した精神機能の評価システムで

あり、現在、当社が国内及び米国における特許権を保有しています。なお、ＡＴＭＴは、”Advanced Trail Making Test”の略称でありま

す。
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(2）キャッシュ・フロー

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」といいます。）は、資金の期首残高が前中間連結

会計期間の2,374百万円に対して当中間連結会計期間は3,355百万円（前年同期比41.3％増）であったことに対して、

税金等調整前中間純損失23百万円（前年同期は117百万円の税金等調整前中間純利益）となったことや、有価証券

の取得による支出3,000百万円（前年同期比1,400％増）があったこと等から、前中間連結会計期間末に比べ17百万

円減少し、当中間連結会計期間末には1,766百万円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は12百万円（前年同期比88.4％減）となりました。これは主に売上債権の増加額56

百万円、たな卸資産の増加額57百万円及び前受金の減少額156百万円等の支出要因によるものですが、法人税等の

還付142百万円等により一部相殺されております。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は1,526百万円（前年同期比630.8％増）となりました。これは主に有価証券の取得

による支出3,000百万円、投資有価証券の取得による支出500百万円等の支出要因によるものですが、有価証券の償

還による収入1,000百万円及び信託受益権の純減少額1,000百万円の収入要因により、一部相殺されております。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は49百万円（前年同期比82.0％減）となりました。これは主に配当金の支払による

ものであります。

２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社グループは、サービスの提供にあたり、製品の生産を行っていないため、生産実績について記載すべき事項は

ありません。

(2）商品仕入実績

　当中間連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当中間連結会計期間
（自　平成19年７月１日
　　至　平成19年12月31日）

前年同期比（％）

生体評価システム事業 （千円） 5,829 －

化粧品事業 （千円） 149,751 136.7

合計 （千円） 155,580 142.0

（注）１．金額には、消費税等は含まれておりません。

２．マーケティング事業では商品を取り扱っていないため、商品仕入実績は記載しておりません。

(3）受注実績

　当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受　注　高 前年同期比（％） 受 注 残 高 前年同期比（％）

生体評価システム事業 （千円） 408,355 52.1 756,588 74.7

 評価試験 （千円） 326,956 56.5 654,947 77.8

 バイオマーカー開発 （千円） 81,399 39.7 101,641 59.8

マーケティング事業 （千円） 275 0.7 88,100 214.9

合　計 （千円） 408,631 49.5 844,688 80.2

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．金額には、契約締結日を基準として集計しております。

３．金額には、消費税等は含まれておりません。

(4）販売実績

　当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。
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事業の種類別セグメントの名称
当中間連結会計期間
（自　平成19年７月１日
　　至　平成19年12月31日）

前年同期比（％）

生体評価システム事業  630,345 95.4

 評価試験 （千円） 491,259 88.6

 バイオマーカー開発 （千円） 139,085 130.9

化粧品事業 （千円） 631,883 103.6

マーケティング事業 （千円） 41,275 1,715.7

合計 （千円） 1,303,504 102.4

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前中間連結会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

金額 (千円) 割合（％） 金額 (千円) 割合（％）

アサヒビール㈱ 176,613 13.9 － －

味の素㈱ 86,497 6.8 239,686 18.4

３．金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

(1) 疲労プロジェクトの推進

  疲労プロジェクトは、疲労を客観的に定性化・定量化するための評価システムを確立し、これまで適正な評価方

法が無かったために有効性を評価することが不可能であった抗疲労候補成分等について、その効果を検証すること

によって抗疲労トクホ及び抗疲労医薬品を世に送り出すことを目的とする産官学連携プロジェクトであります。疲

労プロジェクトは、主として文部科学省科学技術振興調整費研究「疲労および疲労感の分子・神経メカニズムとそ

の防御に関する研究」にて得られた研究成果を、当該研究を行った大学研究者の参加を得てヒトを対象として実用

化するものであり、平成20年６月期中にも抗疲労製品を上市することを目指しております。なお、「疲労および疲労

感の分子・神経メカニズムとその防御に関する研究」にて得られた研究成果の多くは、当社及び研究者が共同で特

許出願を行っております。疲労プロジェクトは、平成17年10月より、プロジェクトの最終段階である「第二期」に移

行し、各参加企業が開発する抗疲労トクホ候補製品について、トクホ申請のための臨床評価試験及び厚生労働省へ

の申請に向けた準備を順次行っており、平成19年６月には、参加企業の１社が第一号となる抗疲労トクホの許可申

請を行いました。

　今後、様々な病態をターゲットとして「評価システムの確立による新たな食薬市場の開拓」という疲労プロジェ

クトと同様の事業を展開していく方針でもあり、疲労プロジェクトの成功は当社グループの成長戦略において不可

欠の要素であるため、その推進に最大限の努力をしてまいる所存であります。

(2) 収益の多様化及び新規事業の推進

　当社グループでは、現在のところ生体評価システム事業においては評価試験事業における受託手数料収入が売上

の主要部分を占めておりますが、受託手数料収入は、その性質上顧客側の開発動向等の影響を受けやすく、また、主

なトクホの開発主体である大手の食品・製薬企業等の数や一企業あたりの開発件数にも限りがあることから、当社

グループの成長戦略においては、評価試験事業以外の事業を拡大しつつ、収益の多様化に注力する必要があると考

えております。当社グループでは、疲労プロジェクト及び血管内皮機能改善トクホの開発においては、製品の上市後

のロイヤリティ収入を受領する契約を顧客と締結しており、また、当社が国内及び米国の特許権を有する「精神検

査方法及び精神機能検査装置（ＡＴＭＴ）」については医療機器及びヘルスケア機器におけるロイヤリティ収益

化に成功する等、開発技術をロイヤリティ形式で収益化することに注力しております。また、前述のとおり、子会社

の設立及びＭ＆Ａ等により、グループの事業の多角化を推進しております。

　今後につきましては、既に実施している施策を着実に成就させるとともに、顧客ニーズの多様化にも対応して引き

続き既存事業とのシナジーが見込める新規事業の立ち上げ及び推進に注力し、また、純粋持株会社体制への移行も

契機として、他社との共同開発または自社グループで開発した製商品を上市していくことも視野に入れた運営を

行ってまいります。

(3) 大学との関係

　当社グループは大学との関係を重要な事業背景としており、今後、大学との関係を一層強化するとともに、権利関

係の明確化にも配慮した運営を行っていく方針であります。特に国公立大学の独立行政法人化により、大学自らが

積極的に民間への技術移転に取組むことが期待されますが、当社グループでは、これまで大学及び大学研究者と良

好な関係を築き、大学の研究成果を導入して事業展開を行ってきたという実績をアピールし、今後につきましても

精力的に大学への働きかけを行います。

(4) 知的財産権への対応

　当社グループでは、研究開発の成果として生ずる技術や成分等について、大学研究者等との共同または当社グルー

プ単独にて特許権その他の知的財産権を取得することにより、その権利の確保を図っております。また、当社グルー

プの事業に必要な大学研究成果が当社グループ以外で利用されることを防ぐため、当該研究成果について、一定の

対価を支払う代わりにその特許を受ける権利の一部を譲り受け、発明者と当社の共同で特許を出願することも行っ

ております。今後、疲労プロジェクト等において有用な知見が得られることが期待されることもあり、引き続き知的

財産権を戦略的に取得または活用していきます。

(5) 人材の確保及び組織的対応の強化

　当社グループの事業におきましては、医学、薬学等の分野での専門性の高い人材の確保が不可欠であり、また、事業

の拡大に対応して営業や内部管理等の人材も充実させる必要があります。特に、新たな病態等をターゲットとした

研究開発プロジェクトの立ち上げ及び推進には、当該分野での専門知識はもとより、大学研究者や契約企業との調

整役を果たす能力の備わった人材が必要であり、そのような人材を確保することは、当社グループの今後の事業戦

略において極めて重要な要素となります。当社グループでは、今後とも積極的に優秀な人材の採用等を進め、かつス

トックオプション等による適切なインセンティブの付与等により、社員の意識向上と組織の活性化を図るととも

に、優秀な人材の定着を図る方針であります。

　また、当社グループは、当期（平成19年12月期）末時点において役職員計72名の小規模組織であり、個々の役職員

の働きに依存する部分が大きいため、何らかの原因により役職員に業務遂行上の支障が生じた場合のリスクの軽減

及び業務運営の効率化の観点から、ノウハウや情報の共有化に努め、組織的対応の強化を図ります。一方、業容や組
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織規模の拡大に対応し、組織的な相互牽制や内部統制を強化するための体制の整備にも努めます。

(6) 医療機関ネットワークの拡充及び整備

　当社グループでは、生体評価システム事業、化粧品事業、マーケティング事業ともに医科向けの事業展開に注力し

ております。この事業展開は、現在の時代のニーズに特に合致したものと言えます。予防医療の推進が、国民の大き

な関心事となるとともに国策ともなってきているなか、疾病の予備群は、従来は医療の外に置かれ、その対策は個々

人に任されてきましたが、本来は医師の管理下で予防を推進していくのが望ましいと言えます。国民においてはそ

の意識の高まりや医療費負担の増加もあって疾病予防への支出に抵抗がなくなってきており、また医師の側におい

ても診療報酬や薬価の引き下げにより新たな医療サービスの展開が求められており、さらには国においては健康保

険財政の健全化に資することになることから、当社グループが推進する医科向けの事業展開は、大きな市場に成長

する可能性を秘めたものと言えます。

　平成20年１月には、㈱エビデンスラボが担っているマーケティング事業において、既に提携関係にある中間法人大

阪府内科医会に加え、新たに神奈川県保険医協会との間で、トクホ等の市販後調査等の事業に関する提携関係を構

築しております。この市販後調査ビジネスにつきましては、顧客からの引き合いが活発であり、また、今後マーケ

ティング事業に限らず医科向けの事業展開を強化していく方針でもあり、当社グループでは、医療機関ネットワー

クのさらなる拡充に加え、構築した医療機関ネットワークを効率的に運用するためのインフラの整備も進めていく

方針であります。

４【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。

５【研究開発活動】

　当中間連結会計期間における研究開発費の総額は53,679千円であります。これは主として、バイオマーカー開発事業

における平成15年10月に発足した疲労プロジェクトの推進によるものであり、当中間連結会計期間は疲労プロジェク

トにおける開発実験を中心として以下のような研究開発活動を実施いたしました。

(1) 生体評価システム事業

　疲労プロジェクトは、疲労を客観的に定性化・定量化するための評価システムを確立する「第一期１年目」、抗疲

労成分の探索を行う「第一期２年目」を経て、現在は「第一期２年目」で見つかった抗疲労成分を用いた抗疲労ト

クホ候補製品についてトクホ申請のための臨床評価試験を実施し、臨床試験データの論文化やトクホ申請を行う段

階となっております。また、参加企業の１社と共同で当社ブランドでの抗疲労トクホの開発を進展しており、トクホ

許可の取得の後は、当社グループの日本予防医薬㈱からの販売のほか、ＯＥＭによる他社への供給も視野に入れて

おります。

　また、疲労プロジェクトにおいては、当社グループは、プロジェクトの日程が終了する平成18年９月末から１年間

は抗疲労研究については疲労プロジェクト非参加企業との契約ができないこととなっていましたが、平成19年９月

末をもってこの制限が終了しました。これを受けまして、疲労プロジェクト非参加企業との研究開発もスタートし

ております。また、平成17年10月に発足しました大阪府「癒し環境空間開発研究会」においても、疲労研究の成果を

食薬以外へ応用した製品の臨床試験を受託する等、進展が見られました。 

　以上のようなことから、当事業に係る研究開発費は49,224千円となりました。

(2) 化粧品事業

　化粧品事業におきましては、当中間連結会計期間中に、「プラセンタ研究所」シリーズに次ぐ商品ラインである

「エストラックス」シリーズを全面リニューアルいたしました。「エストラックス」シリーズは「女性ホルモン誘

導体」を主力成分とし、数種の植物性女性ホルモン様成分を配合した商品であります。また、その他の新商品の開発

にも継続して取り組んでおります。

　以上のようなことから、当事業に係る研究開発費は4,454千円となりました。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

２【設備の新設、除却等の計画】

　当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 863,968

計 863,968

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成19年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年３月27日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 259,780 259,796
東京証券取引所

（マザーズ）
－

計 259,780 259,796 － －

　（注）　「提出日現在発行数」の欄には、平成20年３月１日からこの半期報告書提出日までに新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成15年５月２日臨時株主総会決議（第２回新株予約権）

 
中間会計期間末現在
（平成19年12月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年２月29日）

新株予約権の数（個） 168 168

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１ 9,408 9,408

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）１ 1,608 1,608

新株予約権の行使期間
自　平成17年５月３日
至　平成25年５月２日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）（注）１

発行価格　　　　1,608
資本組入額　　　　804

同左

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．平成15年６月３日開催の取締役会決議により平成15年６月30日をもって１株を７株に、平成15年８月29日開

催の取締役会決議により平成15年９月22日をもって１株を２株に、平成16年５月12日開催の取締役会決議に

より平成16年８月20日をもって１株を２株に、平成17年５月13日開催の取締役会決議により平成17年８月19

日をもって１株を２株にそれぞれ分割いたしました。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予

約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が

調整されております。

２．当該ストックオプションに係る行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

(1）新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権行使時においても、当社または当社の子会社の取締役、監査役

または従業員の地位であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある

場合として当社の取締役会が認めた場合にはこの限りではない。

(2）新株予約権の譲渡、質入れ、その他一切の処分は認めないものとする。

(3）その他の行使の条件は、当社と新株予約権者で締結した新株予約権割当契約によるものとする。
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②　平成15年８月29日定時株主総会決議（第３回新株予約権）

 
中間会計期間末現在
（平成19年12月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年２月29日）

新株予約権の数（個） 525 523

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１ 4,200 4,184

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）１ 1,608 1,608

新株予約権の行使期間
自　平成17年８月30日

至　平成25年８月29日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）（注）１

発行価格　　1,608円

資本組入額　　804円
同左

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．平成15年８月29日開催の取締役会決議により平成15年９月22日をもって１株を２株に、平成16年５月12日開

催の取締役会決議により平成16年８月20日をもって１株を２株に、平成17年５月13日開催の取締役会決議に

より平成17年８月19日をもって１株を２株にそれぞれ分割いたしました。これにより、新株予約権の目的と

なる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額が調整されております。

２．当該ストックオプションに係る行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

(1）新株予約権発行時において当社または当社子会社の取締役または従業員であった者は、新株予約権行使時

においても、当社または当社の子会社の取締役、監査役または従業員の地位であることを要する。ただし、

任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合として当社の取締役会が認めた場合にはこの

限りではない。

(2）新株予約権の譲渡、質入れ、その他一切の処分は認めないものとする。

(3）その他の行使の条件は、当社と新株予約権者で締結した新株予約権割当契約によるものとする。
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③　平成16年９月28日定時株主総会決議（第４回新株予約権及び第５回新株予約権）

 
中間会計期間末現在
（平成19年12月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年２月29日）

新株予約権の数（個） 1,000 1,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１
①　　　      　 1,524

②　　 　       　 476

①　　　      　 1,524

②　　　        　 476

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）１
①　           324,948

②　           429,030

①　           324,948

②　           429,030

新株予約権の行使期間
自　平成18年９月29日

至　平成26年９月28日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）（注）１

①発行価格　　 324,948

　資本組入額　 162,474

②発行価格　　 429,030

　資本組入額　 214,515

同左

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．平成17年５月13日開催の取締役会決議により平成17年８月19日をもって１株を２株に分割いたしました。こ

れにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式

を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されております。

２．当該ストックオプションに係る行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

(1）新株予約権発行時において当社または当社子会社の取締役または従業員であった者は、新株予約権行使時

においても、当社または当社の子会社の取締役、監査役または従業員の地位であることを要する。ただし、

任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合として当社の取締役会が認めた場合にはこの

限りではない。

(2）新株予約権の譲渡、質入れ、その他一切の処分は認めないものとする。

(3）その他の行使の条件は、当社と新株予約権者で締結した新株予約権割当契約によるものとする。

３．平成16年９月28日開催の定時株主総会決議に基づいて付与された新株予約権は、①平成17年３月１日開催の

取締役会決議により付与されたもの及び②平成17年８月29日開催の取締役会決議により付与されたものが

あり、①及び②には、それぞれの新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予

約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額を記載しております。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成19年７月１日～
平成19年12月31日
（注）

72 259,780 57 1,834,400 57 2,672,449

（注）１．新株予約権の行使による増加であります。

２．平成20年１月１日から平成20年２月29日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が16株、資本

金及び資本準備金がそれぞれ12千円増加しております。

（５）【大株主の状況】

 平成19年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

梶本　修身 大阪府箕面市 44,268 17.04

梶本　智子 大阪府箕面市 27,980 10.77

梶本　佳孝 大阪市北区 17,340 6.67

日本マスタートラスト信託銀行㈱

（信託口）
東京都港区浜松町2-11-3 11,092 4.26

有限会社ＧＭＳ 大阪府箕面市箕面３－16－23 8,936 3.43

井上　昌治 東京都杉並区 4,500 1.73

梶本　さゆり 大阪府箕面市 3,320 1.27

梶本　真里 大阪府箕面市 3,320 1.27

バンクオブニューヨークジーシーエ
ムクライアントアカウンツイーアイ
エスジー
(常任代理人㈱三菱東京ＵＦＪ銀行)

Peterborough Court 133 Fleet
Street London EC4A 2BB,
United Kingdom
(東京都千代田区丸の内２－７－１)

2,549 0.98

エスアイエスセガインターセトル
エージー
(常任代理人㈱三菱東京ＵＦＪ銀行)

Baslerstrasse 100, CH-4600
Olten Switzerland
(東京都千代田区丸の内２－７－１)

2,252 0.86

計 － 125,557 48.33

　（注）１．上記日本マスタートラスト信託銀行㈱の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は11,092株であります。

　２．ムーンライトキャピタル㈱から、平成19年９月３日付で大量保有報告書の変更報告書が関東財務局長へ提出

され、平成19年８月31日現在で16,342株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社としては平成19年

12月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、ムーンライトキャピタル㈱の大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

大量保有者　　　ムーンライトキャピタル㈱

住所　　　　　　東京都千代田区内幸町１－１－１ 

保有株券等の数　株式　16,342株

株券等保有割合　6.29％ 
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成19年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       918 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式   258,862 258,862 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 259,780 － －

総株主の議決権 － 258,862 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が22株含まれております。また、「議決権

の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数22個が含まれております。

②【自己株式等】

 平成19年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

 ㈱総医研ホール

ディングス

大阪府豊中市新千里東

町一丁目４番２号
918 － 918 0.35

計 － 918 － 918 0.35

２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成19年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 152,000 125,000 93,600 111,000 114,000 91,500

最低（円） 105,000 78,000 61,500 82,000 67,900 66,800

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

(1）新任役員

　該当事項はありません。

(2）退任役員

　該当事項はありません。

(3）役職の異動

　該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（平成19年７月１日から平成19年12月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づいて作成しております。

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年７月１日から平成19年12月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日ま

で）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年７月１日から平成

19年12月31日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年７月１日から平成19年12月31日まで）の中

間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。

１【中間連結財務諸表等】

（１）【中間連結財務諸表】

①【中間連結貸借対照表】

  
前中間連結会計期間末
（平成18年12月31日）

当中間連結会計期間末
（平成19年12月31日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金   1,784,804   1,766,984   3,355,158  

２．受取手形及び売掛金   333,809   209,783   152,996  

３．有価証券   200,000   2,001,332   －  

４．たな卸資産   371,757   430,527   373,481  

５．信託受益権   500,000   －   1,000,000  

６．抵当証券   500,000   －   －  

７．その他   52,646   27,346   229,184  

貸倒引当金   △6,433   △6,070   △6,701  

流動資産合計   3,736,584 77.5  4,429,905 69.1  5,104,120 76.6

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産 ※1  64,257   56,248   59,225  

２．無形固定資産           

(1）のれん  765,991   689,193   708,278   

(2）その他  52,829 818,820  52,476 741,670  57,368 765,646  
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前中間連結会計期間末
（平成18年12月31日）

当中間連結会計期間末
（平成19年12月31日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  －   1,054,023   629,787   

(2）その他  204,201 204,201  130,606 1,184,629  102,704 732,491  

固定資産合計   1,087,279 22.5  1,982,547 30.9  1,557,363 23.4

資産合計   4,823,863 100.0  6,412,452 100.0  6,661,484 100.0
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前中間連結会計期間末
（平成18年12月31日）

当中間連結会計期間末
（平成19年12月31日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．買掛金   18,885   44,325   28,009  

２．未払法人税等   45,835   35,648   5,179  

３．賞与引当金   712   －   －  

４．ポイント引当金   8,370   8,799   6,988  

５．前受金   287,857   273,988   430,961  

６．営業外未払金 ※2  290,000   －   －  

７．その他   104,015   116,293   119,594  

流動負債合計   755,677 15.7  479,056 7.5  590,732 8.9

負債合計   755,677 15.7  479,056 7.5  590,732 8.9

           

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

１．資本金   833,685 17.3  1,834,400 28.6  1,834,342 27.5

２．資本剰余金   1,671,734 34.6  2,672,449 41.7  2,672,391 40.1

３．利益剰余金   1,707,863 35.4  1,605,985 25.0  1,720,770 25.9

４．自己株式   △199,940 △4.1  △199,940 △3.1  △199,940 △3.0

株主資本合計   4,013,343 83.2  5,912,895 92.2  6,027,564 90.5

Ⅱ　評価・換算差額等           

１．その他有価証券評
価差額金

  － －  △35,282 △0.5  △2,979 △0.1

評価・換算差額等合
計

  － －  △35,282 △0.5  △2,979 △0.1

Ⅲ　少数株主持分   54,842 1.1  55,783 0.8  46,166 0.7

純資産合計   4,068,186 84.3  5,933,396 92.5  6,070,751 91.1

負債・純資産合計   4,823,863 100.0  6,412,452 100.0  6,661,484 100.0
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②【中間連結損益計算書】

  
前中間連結会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   1,272,645 100.0  1,303,504 100.0  2,385,744 100.0

Ⅱ　売上原価   350,106 27.5  375,851 28.8  686,643 28.8

売上総利益   922,539 72.5  927,653 71.2  1,699,100 71.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1  847,638 66.6  962,229 73.9  1,650,986 69.2

営業利益又は営業
損失(△)

  74,900 5.9  △34,576 △2.7  48,114 2.0

Ⅳ　営業外収益           

１．受取利息  1,286   21,963   4,248   

２．持分法による投資
利益

 41,961   37,035   79,837   

３．保険解約益  6,236   －   －   

４．雑収入  8,492 57,977 4.6 10,978 69,977 5.4 22,830 106,916 4.5

Ⅴ　営業外費用           

１．支払利息  877   －   877   

２．株式交付費  91   1   7,711   

３．投資有価証券評価
損

 －   58,050   －   

４．雑損失  7 976 0.1 1,175 59,227 4.5 14,541 23,130 1.0

経常利益又は
経常損失(△)

  131,901 10.4  △23,826 △1.8  131,899 5.5

Ⅵ　特別損失           

１．固定資産除却損 ※2 －   126   354   

２．賃貸借契約解約損  14,000 14,000 1.1 － 126 0.0 14,000 14,354 0.6

税金等調整前中間
（当期）純利益又
は税金等調整前中
間純損失(△)

  117,901 9.3  △23,952 △1.8  117,545 4.9

法人税、住民税及び
事業税

 42,186   32,124   39,017   

法人税等調整額  20,216 62,403 4.9 14,916 47,041 3.6 29,142 68,159 2.8

少数株主損失(△)   △15,011 △1.1  △7,966 △0.6  △23,688 △1.0

中間(当期)純利益又
は中間純損失(△)

  70,510 5.5  △63,027 △4.8  73,074 3.1
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③【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

区分

株主資本
少数株主
持　　分

純 資 産
合　　計

資 本 金
資　　本
剰 余 金

利　　益
剰 余 金

自己株式
株主資本
合　　計

平成18年６月30日　残高
　　　　　　　 　(千円) 833,614 1,671,663 1,684,662 △199,940 3,990,001 69,854 4,059,855

中間連結会計期間中の変動
額        

新株の発行 70 70   141  141

剰余金の配当   △47,309  △47,309  △47,309

中間純利益   70,510  70,510  70,510

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

    － △15,011 △15,011

中間連結会計期間中の変動
額合計　　　　　（千円） 70 70 23,201 － 23,342 △15,011 8,330

平成18年12月31日　残高
　　　　　　　 　(千円) 833,685 1,671,734 1,707,863 △199,940 4,013,343 54,842 4,068,186

当中間連結会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

区分
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年６月30日　残高
　　　　　　　　（千円） 1,834,342 2,672,391 1,720,770 △199,940 6,027,564

中間連結会計期間中の変動
額      

新株の発行 57 57   115

剰余金の配当   △51,758  △51,758

中間純損失（△）   △63,027  △63,027

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

    －

中間連結会計期間中の変動
額合計　　　　　（千円） 57 57 △114,785 － △114,669

平成19年12月31日　残高
　　　　　　　　（千円） 1,834,400 2,672,449 1,605,985 △199,940 5,912,895

区分

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年６月30日　残高
　　　　　　　　（千円） △2,979 △2,979 46,166 6,070,751

中間連結会計期間中の変動
額     

新株の発行    115

剰余金の配当    △51,758

中間純損失（△）    △63,027

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

△32,302 △32,302 9,617 △22,685

中間連結会計期間中の変動
額合計　　　　　（千円） △32,302 △32,302 9,617 △137,354

平成19年12月31日　残高
　　　　　　　　（千円） △35,282 △35,282 55,783 5,933,396

前連結会計年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）
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区分
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年６月30日　残高
　　　　　　　　（千円） 833,614 1,671,663 1,684,662 △199,940 3,990,001

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 1,000,727 1,000,727   2,001,455

剰余金の配当   △47,309  △47,309

当期純利益   73,074  73,074

新規連結に伴う増加額   10,342  10,342

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額）

    －

連結会計年度中の変動額合
計　　　　　　　（千円） 1,000,727 1,000,727 36,107 － 2,037,563

平成19年６月30日　残高
　　　　　　　　（千円） 1,834,342 2,672,391 1,720,770 △199,940 6,027,564

区分

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年６月30日　残高
　　　　　　　　（千円） － － 69,854 4,059,855

連結会計年度中の変動額     

新株の発行    2,001,455

剰余金の配当    △47,309

当期純利益    73,074

新規連結に伴う増加額    10,342

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額）

△2,979 △2,979 △23,688 △26,667

連結会計年度中の変動額合
計　　　　　　　（千円） △2,979 △2,979 △23,688 2,010,895

平成19年６月30日　残高
　　　　　　　　（千円） △2,979 △2,979 46,166 6,070,751
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前中間連結会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前中間（当期）純利益
又は税金等調整前中間純損失(△)

 117,901 △23,952 117,545

減価償却費  20,705 19,206 42,436

のれん償却費  40,315 39,868 98,028

持分法による投資利益  △41,961 △37,035 △79,837

貸倒引当金の減少額  △12,804 △630 △12,537

賞与引当金の増減額（減少：△）  12 － △700

ポイント引当金の増減額
（減少：△）

 △2,613 1,811 △3,995

受取利息及び受取配当金  △881 △21,963 △4,248

支払利息  877 － 877

保険解約益  △6,236 － －

投資有価証券評価損  － 58,050 －

賃貸借契約解約損  14,000 － －

固定資産除却損  － 126 354

売上債権の増減額（増加：△）  70,815 △56,787 251,672

たな卸資産の増減額（増加：△）  14,445 △57,045 12,959

未収消費税等の減少額  － 32,916 －

仕入債務の増減額（減少：△）  － 16,315 △3,692

前受金の増減額（減少：△）  △548 △156,972 142,555

未払消費税等の減少額  △16,726 － △8,748

その他  △123,951 19,209 △137,502

小計  73,348 △166,883 415,168

利息及び配当金の受取額  596 12,280 3,492

利息の支払額  △877 － △877

法人税等の支払額  △177,420 142,493 △362,690

営業活動によるキャッシュ・フロー  △104,352 △12,109 55,092
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前中間連結会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー     

定期預金の純減少額  500,000 － 500,000

有価証券の取得による支出  △200,000 △3,000,000 △200,000

有価証券の償還による収入  － 1,000,000 200,000

信託受益権の純増減額（増加：△）  △52,000 1,000,000 △552,000

抵当証券の純減少額  － － 500,000

有形固定資産の取得による支出  △1,974 △4,088 △6,571

無形固定資産の取得による支出  △12,384 △16,278 △14,253

投資有価証券の取得による支出  － △500,000 △500,000

連結の範囲の変更を伴う子会社株式
の取得による支出

 △480,465 － △770,465

子会社株式の取得による支出  － △3,200 －

保険の解約による収入  36,499 － 36,499

貸付金の回収による収入  1,447 － －

その他  10 △2,786 1,701

投資活動によるキャッシュ・フロー  △208,867 △1,526,353 △805,089

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー     

長期借入金の返済による支出  △231,503 － △231,503

株式の発行による収入  49 114 524

社債の発行による収入  － － 1,987,395

配当金の支払額  △45,179 △49,824 △45,764

その他  － － △191

財務活動によるキャッシュ・フロー  △276,632 △49,710 1,710,461

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額
（減少：△）

 △589,852 △1,588,173 960,464

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高  2,374,657 3,355,158 2,374,657

Ⅵ　新規連結子会社の現金及び現金同等物
の期首残高

 － － 20,036

Ⅵ　現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高

※ 1,784,804 1,766,984 3,355,158
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目

前中間連結会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前連結会計年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数　４社

主要な連結子会社の名称

㈱ビービーラボラトリーズ

㈱エビデンスラボ

　なお、㈱ビービーラボラトリー

ズ他２社については、当中間連結

会計期間において新たに株式を

取得したため、連結の範囲に含め

ております。

(1）連結子会社の数　５社

主要な連結子会社の名称

㈱総合医科学研究所

㈱ビービーラボラトリーズ

㈱エビデンスラボ

日本予防医薬㈱

　なお、前連結会計年度において

連結子会社でありました㈲コア

は、平成19年７月１日付で㈱ビー

ビーラボラトリーズと合併した

ため、連結の範囲から除いており

ます。

(1）連結子会社の数　６社

主要な連結子会社の名称

㈱総合医科学研究所

㈱ビービーラボラトリーズ

㈱エビデンスラボ

日本予防医薬㈱

　なお、㈱総合医科学研究所は、平

成19年１月４日に当社を分割会

社とする分社型新設分割により

設立されたため、㈱ビービーラボ

ラトリーズ他２社については、当

連結会計年度において新たに株

式を取得したため、日本予防医薬

㈱（旧社名：㈱日本臨床システ

ム）については重要性が増加し

たことにより、当連結会計年度よ

り連結の範囲に含めることとい

たしました。

 (2）非連結子会社の名称等

㈱日本臨床システム

㈱ウィルス医科学研究所

(2）非連結子会社の名称等

㈱ウィルス医科学研究所

(2）非連結子会社の名称等

同左

 （連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、いずれも小規

模であり、合計の総資産、売上高、

中間純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は小規模であり、

総資産、売上高、中間純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いずれ

も中間連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないためであり

ます。

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は小規模であり、

総資産、売上高、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いずれ

も連結財務諸表に重要な影響を

及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事

項

(1）持分法適用の関連会社数

１社

　会社の名称

㈱クリニカルトラスト

　なお、㈱クリニカルトラストに

ついては、重要性が増加したこと

により、当中間連結会計期間より

持分法適用の関連会社に含めて

おります。

(1）持分法適用の関連会社数　　　

同左

　会社の名称

同左

(1）持分法適用の関連会社数

同左

　会社の名称

同左

　なお、㈱クリニカルトラストに

ついては、重要性が増加したこと

により、当連結会計年度より持分

法適用の関連会社に含めており

ます。
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項目

前中間連結会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前連結会計年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

 (2）持分法を適用していない非連

結子会社及び関連会社

　㈱日本臨床システム及び㈱ウィ

ルス医科学研究所は、中間純損益

（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等から

みて、持分法の対象から除いても

中間連結財務諸表に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体として

も重要性がないため持分法の適

用範囲から除外しております。

(2）持分法を適用していない非連

結子会社及び関連会社

　㈱ウィルス医科学研究所は、中

間純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、持分法の対象か

ら除いても中間連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないため

持分法の適用範囲から除外して

おります。

(2）持分法を適用していない非連

結子会社及び関連会社

　㈱ウィルス医科学研究所は、当

期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、持分法の対象か

ら除いても連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないため持分

法の適用範囲から除外しており

ます。

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項

　すべての連結子会社の中間会計期

間の末日は、中間連結決算日と一致

しております。

同左 　すべての連結子会社の事業年度の

末日は、連結決算日と一致しており

ます。

　なお、日本予防医薬㈱は、当連結会

計年度より決算日を従来の５月31

日から６月30日に変更したことに

伴い、平成19年６月30日現在の貸借

対照表及び平成18年６月１日から

平成19年６月30日までの13ヶ月間

の損益計算書、キャッシュ・フロー

計算書を使用しております。

４．会計処理基準に関する事

項

   

(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法

①　有価証券

─────

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　中間連結会計期間末の市場

価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）を採

用しております。

　なお、組込デリバティブを

区分して測定できない複合

金融商品については、全体を

時価評価し、評価差額を損益

に計上しております。

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　当連結会計年度末の市場価

格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用

しております。

 時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 ───── ②　デリバティブ

　時価法を採用しております。

─────
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項目

前中間連結会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前連結会計年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

 ③　たな卸資産

商品・原材料

　一部の連結子会社は、最終仕

入原価法による原価法を採用

しております。

③　たな卸資産

商品・原材料

同左

③　たな卸資産

商品・原材料

同左

 仕掛品

　個別法による原価法を採用し

ております。

仕掛品

同左

仕掛品

同左

(2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法

①　有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）については定額

法）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　　　　10～50年

器具及び備品　３～15年

①　有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）については定額

法）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　　　　10～50年

器具及び備品　３～15年

（追加情報）

当社及び連結子会社は、法人

税法の改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した資産に

ついては、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達

した連結会計年度の翌連結会

計年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５

年間にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上しており

ます。

なお、これによる損益に与え

る影響は軽微であります。

①　有形固定資産

建物（附属設備は除く） 

イ．平成10年４月１日から平成

19年３月31日までに取得した

もの 

法人税法に規定する旧定額

法

ロ．平成19年４月１日以降に取

得したもの 

法人税法に規定する定額法

建物以外 

イ．平成19年３月31日以前に取

得したもの 

法人税法に規定する旧定率

法

ロ．平成19年４月１日以降に取

得したもの 

法人税法に規定する定率法

　なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物　　　　　10～50年

器具及び備品　３～15年

 ②　無形固定資産

　自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用

しております。

②　無形固定資産

　定額法を採用しております。

　ただし、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づいてお

ります。

②　無形固定資産

同左

(3）重要な引当金の計上基準 ①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

①　貸倒引当金

同左

①　貸倒引当金

同左
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項目

前中間連結会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前連結会計年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

 ②　賞与引当金

　一部の連結子会社は、従業員の

賞与の支給に充てるため、支給見

込額のうち、当中間連結会計期間

負担額を計上しております。

────── ──────

 ③　ポイント引当金

　一部の連結子会社は、購入金額

に応じて顧客へ付与したポイン

トの将来の使用に伴う費用負担

に備えるため、将来使用されると

見込まれる額を計上しておりま

す。

③　ポイント引当金

同左

③　ポイント引当金

同左

(4）重要なリース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

(5）その他中間連結財務諸表

（連結財務諸表）作成の

ための重要な事項

①　消費税等の処理方法

　税抜方式を採用しております。

①　消費税等の処理方法

同左

①　消費税等の処理方法

同左

 

②　匿名組合への出資と会計処理

　一部の連結子会社は、航空機の

購入及びレバレッジドリースを

目的とした匿名組合と出資契約

を締結し、30百万円を出資してお

ります。

　当該金額は、投資その他の資産

（その他）に「出資金」として

認識するとともに、その後の同組

合の財政状態の変動による純資

産の同社持分相当額は、「出資

金」から直接加除して処理して

おります。

　また、同組合の当中間連結会計

期間に属する損益の同社持分相

当額は、営業外収益（雑収入）に

「匿名組合投資利益」として処

理しております。

②　匿名組合への出資と会計処理

同左

②　匿名組合への出資と会計処理

　一部の連結子会社は、航空機の

購入及びレバレッジドリースを

目的とした匿名組合と出資契約

を締結し、30百万円を出資してお

ります。

　当該金額は、投資その他の資産

（その他）に「出資金」として

認識するとともに、その後の同組

合の財政状態の変動による純資

産の同社持分相当額は、「出資

金」から直接加除して処理して

おります。

　また、同組合の当連結会計年度

に属する損益の同社持分相当額

は、営業外収益（雑収入）に「匿

名組合投資利益」として処理し

ております。

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲

　手許資金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。

同左 同左
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間連結会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前連結会計年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

（繰延資産の会計処理に関する当面の取扱

い）

　当中間連結会計期間から、「繰延資産の会計

処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準

委員会 平成18年８月11日 実務対応報告第19

号）を適用しております。

　これにより、従来は営業外費用の「新株発行

費」として掲記されていたものは、当中間連結

会計期間より「株式交付費」として表示する

方法に変更しております。

　なお、これによる損益に与える影響はありま

せん。

────── （繰延資産の会計処理に関する当面の取扱

い）

　当連結会計年度から、「繰延資産の会計処理

に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員

会 平成18年８月11日 実務対応報告第19号）

を適用しております。

　これにより、従来は営業外費用の「新株発行

費」として掲記されていたものは、当連結会計

年度より「株式交付費」として表示する方法

に変更しております。

　なお、これによる損益に与える影響はありま

せん。

────── ────── （企業結合に係る会計基準及び事業分離等に

関する会計基準）

　当連結会計年度より、「企業結合に係る会計

基準」（「企業結合に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会　平成15年10

月31日））、「事業分離等に関する会計基準」

（企業会計基準第７号　平成17年12月27日）及

び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針」（企業会計基準適用指

針第10号　平成18年12月22日）を適用しており

ます。

────── ────── （有形固定資産の減価償却方法の変更）

　当連結会計年度より平成19年度の法人税法の

改正（（所得税法等の一部を改正する法律　平

成19年３月30日　法律第６号）及び（法人税法

施行令の一部を改正する政令　平成19年３月30

日政令第83号））に伴い、平成19年４月１日以

降に取得したものについては、改正後の法人税

法に基づく方法に変更しております。

　なお、これによる損益に与える影響は軽微で

あります。
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表示方法の変更

前中間連結会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

────── （中間連結貸借対照表）

　「投資有価証券」は、前中間連結会計期間末は、投資その他の資産の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間連結会計期間末に

おいて資産の総額の100分の５を超えたため区分掲記しました。

　なお、前中間連結会計期間末の「投資有価証券」の金額は106,961千円

であります。

────── （中間連結キャッシュ・フロー計算書）

１．営業活動によるキャッシュ・フローの「仕入債務の増減額」は、

前中間連結会計期間は「その他」に含めて表示しておりましたが、

金額的重要性が増したため区分掲記しております。

　なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれている「仕入債務

の増減額」は△12,816千円（減少）であります。

 ２．営業活動によるキャッシュ・フローの「未払消費税等の増減額」

は、当中間会計期間において、金額的重要性が乏しくなったため「そ

の他」に含めております。

　なお、当中間連結会計期間の「その他」に含まれている「未払消費

税等の増減額」は460千円であります。

 ３．投資活動によるキャッシュ・フローの「貸付金の回収による収

入」は、当中間連結会計期間において、金額的重要性が乏しくなった

ため「その他」に含めております。

　なお、当中間連結会計期間の「その他」に含まれている「貸付金の

回収による収入」は562千円であります。
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末

（平成18年12月31日）
当中間連結会計期間末

（平成19年12月31日）
前連結会計年度

（平成19年６月30日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

109,319千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

114,509千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

107,024千円

※２　関係会社株式の取得に伴うものでありま

す。

※２  　　　　────── ※２  　　　　──────

（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前連結会計年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は

40％、一般管理費に属する費用のおおよそ

の割合は60％であります。

　主要な費目及び金額は次のとおりであり

ます。

給料手当 127,730千円

賞与引当金繰入額 712千円

退職給付費用 630千円

広告宣伝費 153,743千円

販売促進費 102,913千円

支払手数料 88,136千円

研究開発費 66,494千円

のれん償却額 40,315千円

貸倒引当金繰入額 3,813千円

※１　主要な費目及び金額は次のとおりであり

ます。

役員報酬 43,784千円

給料手当 139,628千円

退職給付費用 760千円

減価償却費 11,983千円

研究開発費 53,679千円

広告宣伝費 214,532千円

販売促進費 150,719千円

のれん償却費 39,868千円

貸倒引当金繰入額 1,548千円

ポイント引当金繰入額 2,222千円

※１　主要な費目及び金額は次のとおりであり

ます。

役員報酬 80,793千円

給料手当 234,299千円

退職給付費用 1,000千円

減価償却費 28,698千円

支払手数料 166,593千円

研究開発費 150,602千円

広告宣伝費 296,542千円

販売促進費 173,857千円

のれん償却費 98,028千円

貸倒引当金繰入額 4,078千円

※２  　　　　────── ※２　固定資産除却損の内容は次のとおりであ

ります。

器具及び備品 126千円

※２　固定資産除却損の内容は次のとおりであ

ります。

器具及び備品 354千円
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末株
式数（株）

当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間
末株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注） 237,464 88 － 237,552

合計 237,464 88 － 237,552

自己株式     

普通株式 918 － － 918

合計 918 － － 918

（注）普通株式の発行済株式総数の増加88株は、ストックオプションの行使によるものであります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年９月28日
定時株主総会

普通株式 47,309 200 平成18年６月30日 平成18年９月29日

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの

　該当事項はありません。

当中間連結会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末株
式数（株）

当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間
末株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注） 259,708 72 － 259,780

合計 259,708 72 － 259,780

自己株式     

普通株式 918 － － 918

合計 918 － － 918

（注）普通株式の発行済株式総数の増加72株は、ストックオプションの行使によるものであります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年９月27日
定時株主総会

普通株式 51,758 200 平成19年６月30日 平成19年９月28日

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの

　　該当事項はありません。
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前連結会計年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末株
式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式（注） 237,464 22,244 － 259,708

合計 237,464 22,244 － 259,708

自己株式     

普通株式 918 － － 918

合計 918 － － 918

（注）普通株式の発行済株式総数の増加22,244株は、ストックオプションの行使による増加1,024株、転換社債型

新株予約権付社債の転換による増加21,220株であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

第６回乃至第10回新株予約権
（注）２ 

普通株式 － 6,400 6,400 － －

第６回乃至第10回新株予約権
（自己新株予約権）（注）２

普通株式 － (6,400) (6,400) － －

連結子会社 － － － － － － －

合計 － － － － － －

（注）１．目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。

２．目的となる株式の数の変動事由の概要

①　第６回乃至第10回新株予約権の増加は、新株予約権の発行によるものであります。

②　第６回乃至第10回新株予約権及び自己新株予約権の減少は、新株予約権の消却によるものでありま

す。

③　第６回乃至第10回新株予約権自己新株予約権の増加は、新株予約権の取得によるものであります。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年９月28日
定時株主総会

普通株式 47,309 200 平成18年６月30日 平成18年９月29日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年９月27日
定時株主総会

普通株式 51,758 利益剰余金 200 平成19年６月30日 平成19年９月28日
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前連結会計年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関

係

（平成18年12月31日現在） （平成19年12月31日現在） （平成19年６月30日現在）

現金及び預金勘定 1,784,804千円

現金及び現金同等物 1,784,804千円

現金及び預金勘定 1,766,984千円

現金及び現金同等物 1,766,984千円

現金及び預金勘定 3,355,158千円

現金及び現金同等物 3,355,158千円

（リース取引関係）

前中間連結会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前連結会計年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額

 

取得価
額相当
額
 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

中間期
末残高
相当額
 
（千円）

器具及び備品 4,077 135 3,941

合計 4,077 135 3,941

 

取得価
額相当
額
 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

中間期
末残高
相当額
 
（千円）

器具及び備品 4,077 951 3,126

合計 4,077 951 3,126

 

取得価
額相当
額
 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

期末残
高相当
額
 
（千円）

器具及び備品 4,077 543 3,533

合計 4,077 543 3,533

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 789千円

１年超 3,157千円

合計 3,947千円

１年内 803千円

１年超 2,354千円

合計 3,157千円

１年内 796千円

１年超 2,757千円

合計 3,554千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

支払リース料 142千円

減価償却費相当額 135千円

支払利息相当額 11千円

支払リース料 426千円

減価償却費相当額 407千円

支払利息相当額 29千円

支払リース料 568千円

減価償却費相当額 543千円

支払利息相当額 45千円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法は利息法によっております。

５．利息相当額の算定方法

同左

５．利息相当額の算定方法

同左

（有価証券関係）

前中間連結会計期間末（平成18年12月31日現在）

　時価評価されていない主な有価証券の内容

 中間連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 5,000

非上場外国債券 200,000

当中間連結会計期間末（平成19年12月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの
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 取得原価（千円）
中間連結貸借対照表
計上額（千円）

差額（千円）

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債 － － －

②　社債 － － －

③　その他（注）１．２． 1,000,000 882,150 △117,850

(3）その他 － － －

合計 1,000,000 882,150 △117,850

（注）１．組込デリバティブを区分して測定できない複合金融商品を含んでおります。

２．組込デリバティブを区分して測定できない複合金融商品については、全体を時価評価し、評価差額△58,050千

円を営業外費用に計上しております。なお、「取得原価」には当該金融商品の取得価格を記載しており、「中

間連結貸借対照表計上額」は取引先証券会社から提示された価格等に基づき算定しております。

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

 中間連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

信託受益権 1,000,000

追加型公社債投資信託 1,001,332

非上場株式 5,000

前連結会計年度末（平成19年６月30日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債 － － －

②　社債 － － －

③　その他 500,000 494,950 △5,050

(3）その他 － － －

合計 500,000 494,950 △5,050

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 5,000

（デリバティブ取引関係）

前中間連結会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

　該当事項はありません。

当中間連結会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

　組込デリバティブを区分して測定できない複合金融商品については、全体を時価評価し、「注記事項（有価証券

関係）　１．その他有価証券で時価のあるもの」に含めて記載しております。

前連結会計年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

　該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

前中間連結会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

　該当事項はありません。

当中間連結会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

　該当事項はありません。

前連結会計年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

ストック・オプションの内容

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成15年５月２日 平成15年８月29日

名称 第２回新株予約権 第３回新株予約権

付与対象者の区分及び数
当社取締役及び監査役　　４名
当社従業員　　　　　　　10名
社外の取締役候補者　　　１名

当社取締役　　　　　　　３名
当社従業員　　　　　　　11名
社外の協力者　　　　　　９名

ストック・オプション数
（注）

普通株式13,888株 普通株式6,624株

付与日 平成15年５月22日 平成15年９月５日

権利確定条件

新株予約権の割当を受けた者は、権利行使
時においても、当社または当社の子会社の
取締役、監査役または従業員の地位にある
ことを要する。ただし、任期満了による退
任、定年退職その他正当な理由のある場合
として当社の取締役会が認めた場合には
この限りではない。

新株予約権発行時において当社または当
社の子会社の取締役または従業員であっ
た者は、新株予約権行使時においても、当
社または当社の子会社の取締役、監査役ま
たは従業員の地位にあることを要する。た
だし、任期満了による退任、定年退職その
他正当な理由のある場合として当社の取
締役会が認めた場合にはこの限りではな
い。

対象勤務期間 ────── ──────

権利行使期間
平成17年５月３日から
平成25年５月２日まで

平成17年８月30日から
平成25年８月29日まで

権利行使価格（円） 1,608 1,608

付与日における公正な評価単
価（円）

－ －

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成16年９月28日 平成16年９月28日

名称 第４回新株予約権 第５回新株予約権

付与対象者の区分及び数
当社従業員　　　　　　　10名
社外の協力者　　　　　　49名

当社取締役　　　　　　　１名
当社従業員　　　　　　　８名

ストック・オプション数
（注）

普通株式1,524株 普通株式476株

付与日 平成17年３月１日 平成17年８月29日

権利確定条件

新株予約権発行時において当社または当
社の子会社の取締役または従業員であっ
た者は、新株予約権行使時においても、当
社または当社の子会社の取締役、監査役ま
たは従業員の地位にあることを要する。た
だし、任期満了による退任、定年退職その
他正当な理由のある場合として当社の取
締役会が認めた場合にはこの限りではな
い。

新株予約権発行時において当社または当
社の子会社の取締役または従業員であっ
た者は、新株予約権行使時においても、当
社または当社の子会社の取締役、監査役ま
たは従業員の地位にあることを要する。た
だし、任期満了による退任、定年退職その
他正当な理由のある場合として当社の取
締役会が認めた場合にはこの限りではな
い。

対象勤務期間 ────── ──────

権利行使期間
平成18年９月29日から
平成26年９月28日まで

平成18年９月29日から
平成26年９月28日まで

権利行使価格（円） 324,948 429,030

付与日における公正な評価単
価（円）

－ －

　（注）株式分割に伴う影響を加味した株式数に換算して記載しております。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

 
生体評価シ
ステム事業
（千円）

化粧品事業
 

（千円）

マーケティ
ング事業
（千円）

計
 

（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
 

（千円）

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 660,429 609,810 2,405 1,272,645 － 1,272,645

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － －

　　　計 660,429 609,810 2,405 1,272,645 － 1,272,645

営業費用 406,801 606,817 40,271 1,053,890 143,854 1,197,744

営業利益又は営業損失(△) 253,627 2,993 △37,866 218,755 (143,854) 74,900

（注）１．事業区分の方法

　　事業は、サービスの種類、性質を考慮して区分しております。

２．各事業の主な内容

(1)生体評価システム事業

　身体や病気の状態を客観的かつ定量的に評価するための指標であるバイオマーカーとそれを利用した

生体評価システムを開発し、当該技術を用いてトクホ申請のための臨床評価試験を受託したり、当該技

術を食品企業や製薬企業等に供与して対価を得る事業

(2)化粧品事業

化粧品等の製造及び販売を行う事業

(3)マーケティング事業

　トクホ等を対象とする市販後調査、ウェブサイトを介した広告販促活動の企画ならびに販売及びマー

ケティングリサーチ等を行う事業

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は143,854千円であり、その主なもの

は当社の管理部門に係る費用及び全社経費等であります。

４．事業区分の変更

　事業区分につきましては、従来「生体評価システム事業」の単一事業としておりましたが、当中間連結会

計期間より「生体評価システム事業」、「化粧品事業」及び「マーケティング事業」の３区分に変更して

おります。この変更は、当中間連結会計期間に（株）ビービーラボラトリーズ等が当社グループに加わっ

たことにより、事業構造が大きく転換したことを契機に、各事業の実態及び収益構造を適切に開示し、事業

の種類別セグメント情報の有効性をより高めるために行ったものであります。

　この結果、従来の方法に比べて当中間連結会計期間の売上高は、「生体評価システム事業」が前連結会計

年度における単一セグメントとしての「生体評価システム事業」に比べ2,405千円（すべて外部顧客に対

する売上高）減少し、「マーケティング事業」が同額（すべて外部顧客に対する売上高）増加しておりま

す。営業費用は、「生体評価システム事業」が前連結会計年度における単一セグメントとしての「生体評

価システム事業」に比べ40,271千円減少し、「マーケティング事業」が同額増加しております。なお、前連

結会計年度のセグメント情報につきましては、当中間連結会計期間において用いた事業区分の方法により

区分した場合の影響は軽微であります。
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当中間連結会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

 
生体評価シ
ステム事業
（千円）

化粧品事業
（千円）

マーケティ
ング事業
（千円）

計（千円）
消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 630,345 631,883 41,275 1,303,504 － 1,303,504

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － －

　　　計 630,345 631,883 41,275 1,303,504 － 1,303,504

営業費用 391,508 743,663 65,957 1,201,128 136,952 1,338,081

営業利益又は営業損失(△) 238,837 △111,779 △24,681 102,375 (136,952) △34,576

（注）１．事業区分の方法

　　事業は、サービスの種類、性質を考慮して区分しております。

２．各事業の主な内容

(1)生体評価システム事業

　身体や病気の状態を客観的かつ定量的に評価するための指標であるバイオマーカーとそれを利用した

生体評価システムを開発し、当該技術を用いてトクホ申請のための臨床評価試験を受託したり、当該技

術を食品企業や製薬企業等に供与して対価を得る事業

(2)化粧品事業

　化粧品等の製造及び販売を行う事業

(3)マーケティング事業

　トクホ等を対象とする市販後調査、ウェブサイトを介した広告販促活動の企画ならびに販売及びマー

ケティングリサーチ等を行う事業

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は136,952千円であり、その主なもの

は当社の管理部門に係る費用及び全社経費等であります。

前連結会計年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

 
生体評価シ
ステム事業
（千円）

化粧品事業
 

（千円）

マーケティ
ング事業
（千円）

計
 

（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
 

（千円）

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 1,212,093 1,166,156 7,494 2,385,744 － 2,385,744

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － 14,096 14,096 (14,096) －

　　　計 1,212,093 1,166,156 21,590 2,399,840 (14,096) 2,385,744

営業費用 869,595 1,133,656 80,121 2,083,374 254,256 2,337,630

営業利益又は営業損失(△) 342,498 32,499 △58,530 316,466 (268,352) 48,114

（注）１．事業区分の方法

　　事業は、サービスの種類、性質を考慮して区分しております。

２．各事業の主な内容

(1)生体評価システム事業

　身体や病気の状態を客観的かつ定量的に評価するための指標であるバイオマーカーとそれを利用した

生体評価システムを開発し、当該技術を用いてトクホ申請のための臨床評価試験を受託したり、当該技

術を食品企業や製薬企業等に供与して対価を得る事業

(2)化粧品事業

　化粧品等の製造及び販売を行う事業

(3)マーケティング事業

　トクホ等を対象とする市販後調査、ウェブサイトを介した広告販促活動の企画ならびに販売及びマー

ケティングリサーチ等を行う事業
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３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は268,352千円であり、その主なもの

は当社の管理部門に係る費用及び全社経費等であります。

４．事業区分の変更

事業区分につきましては、従来「生体評価システム事業」の単一事業としておりましたが、当連結会計年

度より「生体評価システム事業」、「化粧品事業」及び「マーケティング事業」の３区分に変更しておりま

す。

　この変更は、当連結会計年度に㈱ビービーラボラトリーズ等が当社グループに加わったことにより、事業構

造が大きく転換したことを契機に、各事業の実態及び収益構造を適切に開示し、事業の種類別セグメント情

報の有効性をより高めるために行ったものであります。

　この結果、従来の方法に比べて当連結会計年度の売上高は、「生体評価システム事業」が前連結会計年度に

おける単一セグメントとしての「生体評価システム事業」に比べ7,494千円（すべて外部顧客に対する売上

高）減少し、「マーケティング事業」が同額（すべて外部顧客に対する売上高）増加しております。営業費

用は、「生体評価システム事業」が前連結会計年度における単一セグメントとしての「生体評価システム事

業」に比べ80,121千円減少し、「マーケティング事業」が同額増加しております。営業利益は、「生体評価シ

ステム事業」が前連結会計年度における単一セグメントとしての「生体評価システム事業」に比べ58,530千

円増加し、「マーケティング事業」が同額減少しております。

　なお、前連結会計年度のセグメント情報につきましては、当連結会計年度において用いた事業区分の方法に

より区分した場合の影響は軽微であります

【所在地別セグメント情報】

前中間連結会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

当中間連結会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

前連結会計年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前中間連結会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

　海外売上高がないため、該当事項はありません。

当中間連結会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

　海外売上高がないため、該当事項はありません。

前連結会計年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

　海外売上高がないため、該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前中間連結会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前連結会計年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

１株当たり純資産額 16,960.13円

１株当たり中間純利益金額 298.05円

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額
280.78円

１株当たり純資産額 22,705.59円

１株当たり中間純損失金額 243.53円

　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式は存在するも

のの１株当たり中間純損失であるため記載

しておりません。

 

１株当たり純資産額 23,279.82円

１株当たり当期純利益金額 305.72円

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
281.17円

　（注）１株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基

礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

１株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当た

り中間純損失金額（△）
   

中間（当期）純利益又は中間純損失（△）

（千円）
70,510 △63,027 73,074

普通株主に帰属しない金額（千円）

（うち利益処分による役員賞与金）

－

(－)

－

(－)

－

(－)

普通株式に係る中間（当期）純利益又は中間純

損失（△）（千円）
70,510 △63,027 73,074

普通株式の期中平均株式数（株） 236,574 258,804 239,024

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金

額
   

中間（当期）純利益調整額（千円） － － －

普通株式増加数（株）

（うち新株予約権）

14,549

(14,549)

13,433

(13,433)

20,871

(20,871)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり中間（当期）純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要

　平成16年９月28日開催の定

時株主総会決議による平成

17年３月１日発行の新株予

約権（ストックオプショ

ン）762個（普通株式1,524

株）及び平成17年８月29日

発行の新株予約権（ストッ

クオプション）238個（普通

株式476株）

　平成15年５月２日開催の臨

時株主総会決議による平成

15年５月22日発行の新株予

約権（ストックオプショ

ン）168個（普通株式9,408

株）、平成15年８月29日開催

の定時株主総会決議による

平成15年９月５日発行の新

株予約権（ストックオプ

ション）525個（普通株式

4,200株）、平成16年９月28

日開催の定時株主総会決議

による平成17年３月１日発

行の新株予約権（ストック

オプション）762個（普通株

式1,524株）及び平成17年８

月29日発行の新株予約権

（ストックオプション）238

個（普通株式476株）

　平成16年９月28日開催の定

時株主総会決議による平成

17年３月１日発行の新株予

約権（ストックオプショ

ン）762個（普通株式1,524

株）及び平成17年８月29日

発行の新株予約権（ストッ

クオプション）238個（普通

株式476株）
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（重要な後発事象）

前中間連結会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前連結会計年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

（新株予約権付社債および新株予約権の発行

について）

　平成19年１月15日開催の当社取締役会におい

て第１回無担保転換社債型新株予約権付社債

ならびに第６回乃至第10回新株予約権の発行

を決議し、平成19年１月31日に払込みが完了し

ております。その概要は次のとおりです。

Ⅰ．第１回無担保転換社債型新株予約権付社

債について

１．社債の名称

　株式会社総医研ホールディングス第１回無

担保転換社債型新株予約権付社債（転換社

債型新株予約権付社債間限定同順位特約

付）

２．社債の総額

2,000,000,000円

３．各社債の金額

50,000,000円の１種

４．発行価額の総額

2,000,000,000円

５．発行価格

額面100円につき金100円。

　ただし、本新株予約権と引換えに金銭の払

込みは要しない。

６．利率

本社債には利息を付さない。

７．償還期限

平成21年１月30日

８．払込期日

平成19年１月31日

本新株予約権を割り当てる日は平成19年

１月31日とする。

９．本新株予約権の目的となる株式の種類

当社普通株式

10．本新株予約権の目的となる株式の数

　本新株予約権の行使請求により当社が当社

普通株式を交付する数は、行使請求する本新

株予約権に係る本社債の払込金額の総額を

転換価額で除して得られる最大整数とする。

────── （ストックオプション） 

　平成19年９月27日開催の当社の定時株主総会

において、当社及び当社子会社の取締役及び従

業員並びに社外のコンサルタント及び協力者

に対して、会社法第236条、第238条並びに第239

条の規定に基づき、新株予約権の発行を決議い

たしました。

11．本新株予約権の総数

40個

12．本新株予約権の行使時の払込金額

社債の発行価額と同額とする。

  

13．新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価額の総額

金2,000,000,000円
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前中間連結会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前連結会計年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

14．新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

①　本新株予約権の行使により発行する当社

普通株式１株の発行価格は、転換価額（た

だし、転換価額が修正または調整された場

合は修正後または調整後の転換価額）と

する。

②　本新株予約権の行使により株式を発行す

る場合における増加する資本金の額は、会

社計算規則第40条の定めるところに従っ

て算出された資本金等増加限度額に0.5を

乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端

数を生ずる場合は、その端数を切り上げる

ものとする。増加する資本準備金の額は、

資本金等増加限度額より増加する資本金

の額を減じた額とする。

15．転換価額

　転換価額は、１株につき当初156,000円と

する。

  

16．転換価額の修正

　本新株予約権付社債の発行後、毎月第３金

曜日（以下「決定日」という。）の翌取引日

以降、転換価額は、決定日まで（当日を含

む。）の３連続取引日（ただし、終値（終値

のない場合は、気配表示を含む。以下同じ。）

のない日は除き、決定日が取引日でない場合

には、決定日の直前の取引日までの３連続取

引日とする。以下「時価算定期間」とい

う。）の株式会社東京証券取引所における当

社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均

値の90％に相当する金額（100円未満を切り

捨てる。以下「決定日価額」という。）に修

正される。なお、時価算定期間内に、一定の転

換価額の調整事由が生じた場合には、修正後

の転換価額は、本新株予約権付社債の社債要

項に従い当社が適当と判断する金額に調整

される。

　ただし、かかる算出の結果、決定日価額が

78,000円（以下「下限転換価額」という。）

を下回る場合には、修正後の転換価額は下限

転換価額とし、決定日価額が234,000円（以

下「上限転換価額」という。）を上回る場合

には、修正後の転換価額は上限転換価額とす

る。

17．新株予約権の行使期間

　平成19年２月１日から平成21年１月29日ま

で

  

 

EDINET提出書類

株式会社総医研ホールディングス(E05367)

半期報告書

42/68



前中間連結会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前連結会計年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

18．資金使途

　新規のバイオマーカー、食薬および化粧品

等にかかる研究開発、ならびに特定保健用食

品等の市販後調査等を行うマーケティング

事業を拡大させるためのインフラの構築等

の事業基盤の拡充に向けた投資等を行うべ

く、これらの事業活動を行う子会社である㈱

総合医科学研究所、㈱ビービーラボラトリー

ズまたは㈱エビデンスラボに対する出資ま

たは融資等に充当する予定であります。

  

Ⅱ．第６回乃至第10回新株予約権について

１．新株予約権の目的となる株式の種類

当社普通株式

２．新株予約権の目的となる株式の数

　本新株予約権１個の行使請求により当社が

当社普通株式を交付する数は、40,000,000円

（以下「出資金額」という。）を行使価額で

除して得られる最大整数とし、本新株予約権

複数個の行使請求により当社が当社普通株

式を交付する数は、行使請求の対象となった

本新株予約権の数に出資金額を乗じた金額

を行使価額で除して得られる最大整数とす

る。

３．発行総数

各10個（合計50個）

４．発行価額の総額

　各4,120,000円（合計20,600,000円）

５．払込期日

　平成19年１月31日

６．新株予約権の行使時の払込金額

　本新株予約権１個の行使に際して出資され

る財産の価額は、40,000,000円とする。

  

７．新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価額の総額

　各404,120,000円（合計2,020,600,000円）

　本新株予約権の行使期間内に行使が行われ

ない場合および当社が新株予約権を取得し

た場合には、上記金額は減少する。
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前中間連結会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前連結会計年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

８．新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

①　本新株予約権１個の行使により発行する

当社普通株式１株の発行価格は、

40,412,000円を、当該行使請求の時点にお

いて有効な交付株式数で除した金額とな

り、本新株予約権複数個の行使により発行

する当社普通株式１株の発行価格は、行使

請求の対象となった本新株予約権の数に

40,412,000円を乗じた金額を、当該行使請

求の時点において有効な交付株式数で除

した金額となる。

②　本新株予約権の行使により株式を発行す

る場合における増加する資本金の額は、会

社計算規則第40条の定めるところに従っ

て算出された資本金等増加限度額に0.5を

乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端

数を生ずる場合は、その端数を切り上げる

ものとする。増加する資本準備金の額は、

資本金等増加限度額より増加する資本金

の額を減じた額とする。

９．行使価格

行使価格は、当初312,000円とする。

  

10．行使価額の修正

①　当社は、平成19年５月１日以降、平成22年

１月29日までの間、当社取締役会が資金調

達のために必要と認めた場合には、修正開

始日以降、行使価額修正を決定することが

でき、この決定を行った場合には、当社は、

行使価額修正の決定が行われたことおよ

び修正開始日を、行使価額修正決議日に、

新株予約権原簿に記載された各新株予約

権者に通知するものとする。
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前中間連結会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前連結会計年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

②　行使価額修正の決定が行われた場合、行

使価額は、①修正開始日（当日を含む。）

から修正開始日の翌月の第３金曜日まで

（当日を含む。）の期間においては、行使

価額修正決議日の前銀行営業日まで（当

日を含む。）の３連続取引日（ただし、終

値（気配表示を含む。以下同じ。）のない

日は除き、行使価額修正決議日の前銀行営

業日が取引日でない場合には、行使価額修

正決議日の前銀行営業日の直前の取引日

までの３連続取引日とする。以下「修正開

始日行使価額算定期間」という。）の株式

会社東京証券取引所における当社普通株

式の普通取引の毎日の終値の平均値の

90％に相当する金額（100円未満を切り捨

てる。）に、②修正開始日の翌月の第３金

曜日の翌日以後においては、毎月第３金曜

日（以下「決定日」という。）の翌日以

降、決定日まで（当日を含む。）の３連続

取引日（ただし、終値のない日は除き、決

定日が取引日でない場合には、決定日の直

前の取引日までの３連続取引日とする。以

下「修正後行使価額算定期間」という。）

の株式会社東京証券取引所における当社

普通株式の普通取引の毎日の終値の平均

値の90％に相当する金額（100円未満を切

り捨てる。）に、それぞれ修正される（修

正後の行使価額を以下「修正後行使価

額」という。）。なお、修正開始日行使価額

算定期間または修正後行使価額算定期間

内に、一定の行使価額の調整事由が生じた

場合には、修正後行使価額は、本新株予約

権の要項に従い当社が適当と判断する値

に調整される。

  

　ただし、かかる算出の結果、修正後行使価額

が78,000円（以下「下限行使価額」とい

う。）を下回る場合には、修正後行使価額は

下限行使価額とし、修正後行使価額が

468,000円（以下「上限行使価額」とい

う。）を上回る場合には、修正後行使価額は

上限行使価額とする。

  

11．新株予約権の行使期間

　平成19年２月１日から平成23年１月31日ま

で

12．資金使途

　主としてグループにおける事業の一層の多

角化や強化を行うための子会社設立および

Ｍ＆Ａ等に要する機動的な調達資金等に充

当する予定であります。

  

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  
前中間会計期間末
（平成18年12月31日）

当中間会計期間末
（平成19年12月31日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金  1,559,353   732,990   2,266,059   

２．受取手形  4,042   －   －   

３．売掛金  197,847   －   －   

４．有価証券  －   2,001,332   －   

５．たな卸資産  224,717   763   1,085   

６．関係会社短期貸付
金

 300,000   300,000   300,000   

７．信託受益権  500,000   －   1,000,000   

８．抵当証券  500,000   －   －   

９．その他 ※１ 243,929   97,623   276,437   

流動資産合計   3,529,890 75.2  3,132,710 52.7  3,843,581 63.6

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産 ※２ 54,874   16,219   18,258   

２．無形固定資産  2,584   1,305   1,626   

３．投資その他の資産           

(1) 投資有価証券  －   887,150   499,950   

(2) 関係会社株式  1,028,340   1,805,726   1,602,526   

(3) その他  75,534   106,227   81,543   

　　投資その他の資産合
計

 1,103,874   2,799,104   2,184,019   

固定資産合計   1,161,332 24.8  2,816,629 47.3  2,203,903 36.4

資産合計   4,691,223 100.0  5,949,340 100.0  6,047,485 100.0
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前中間会計期間末
（平成18年12月31日）

当中間会計期間末
（平成19年12月31日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．未払法人税等  44,853   32,992   1,261   

２．前受金  286,765   －   －   

３．営業外未払金 ※３ 290,000   －   －   

４．その他  45,758   8,621   19,139   

流動負債合計   667,377 14.2  41,613 0.7  20,400 0.3

負債合計   667,377 14.2  41,613 0.7  20,400 0.3

           

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

１．資本金   833,685 17.8  1,834,400 30.8  1,834,342 30.3

２．資本剰余金           

(1）資本準備金  1,671,734   2,672,449   2,672,391   

資本剰余金合計   1,671,734 35.6  2,672,449 44.9  2,672,391 44.2

３．利益剰余金           

(1）その他利益剰余金           

別途積立金  10,000   10,000   10,000   

繰越利益剰余金  1,708,365   1,626,098   1,713,270   

利益剰余金合計   1,718,365 36.6  1,636,098 27.5  1,723,270 28.5

４．自己株式   △199,940 △4.2  △199,940 △3.3  △199,940 △3.3

株主資本合計   4,023,845 85.8  5,943,008 99.9  6,030,064 99.7

Ⅱ　評価・換算差額等           

１．その他有価証券評
価差額金

  － －  △35,282 △0.6  △2,979 △0.0

評価・換算差額等合
計

  － －  △35,282 △0.6  △2,979 △0.0

純資産合計   4,023,845 85.8  5,907,726 99.3  6,027,085 99.7

負債・純資産合計   4,691,223 100.0  5,949,340 100.0  6,047,485 100.0

           

②【中間損益計算書】

  
前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高           

１．評価試験事業収入  554,201   －   554,201   
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前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

２．バイオマーカー開
発事業収入

 106,227   －   106,227   

３．受取手数料  － 660,429 100.0 151,517 151,517 100.0 147,513 807,942 100.0

Ⅱ　売上原価           

１．評価試験事業売上
原価

 214,874   －   214,874   

２．バイオマーカー開
発事業売上原価

 31,896 246,770 37.4 － － － 31,896 246,770 30.5

売上総利益   413,658 62.6  151,517 100.0  561,171 69.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費   303,884 46.0  136,952 90.4  428,383 53.1

営業利益   109,773 16.6  14,564 9.6  132,788 16.4

Ⅳ　営業外収益 ※１  4,889 0.8  28,412 18.7  12,637 1.6

Ⅴ　営業外費用 ※２  91 0.0  58,051 38.3  20,315 2.5

経常利益又は

経常損失(△)
  114,571 17.4  △15,074 △10.0  125,109 15.5

税引前中間(当期)純
利益又は税引前中
間純損失(△)

  114,571 17.4  △15,074 △10.0  125,109 15.5

法人税、住民税及び
事業税

 41,409   30,168   35,960   

法人税等調整額  7,367 48,776 7.4 △9,829 20,339 13.4 18,449 54,410 6.7

中間(当期)純利益又
は中間純損失(△)

  65,794 10.0  △35,413 △23.4  70,699 8.8
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

区分

株主資本

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金

資本
剰余金
合計

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

別途
積立金

繰越利益
剰 余 金

平成18年６月30日　残高
　　　　　　 　　(千円)

833,614 1,671,663 1,671,663 10,000 1,689,880 1,699,880 △199,940 4,005,218 4,005,218

中間会計期間中の変動額          

新株の発行 70 70 70   －  141 141

剰余金の配当   －  △47,309 △47,309  △47,309 △47,309

中間純利益   －  65,794 65,794  65,794 65,794

中間会計期間中の変動額
合計             (千円)

70 70 70 － 18,485 18,485 － 18,626 18,626

平成18年12月31日　残高
　　　　　　　 　(千円)

833,685 1,671,734 1,671,734 10,000 1,708,365 1,718,365 △199,940 4,023,845 4,023,845

当中間会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成19年６月30日　残高
　　　　　　　  　（千円）

1,834,342 2,672,391 2,672,391 10,000 1,713,270 1,723,270 △199,940 6,030,064

中間会計期間中の変動額         

新株の発行 57 57 57     115

剰余金の配当     △51,758 △51,758  △51,758

中間純損失（△）     △35,413 △35,413  △35,413

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純
額）

       －

中間会計期間中の変動額合計
　　　　　　　　  （千円）

57 57 57 － △87,171 △87,171 － △87,056

平成19年12月31日　残高
　　　　　　　  　（千円）

1,834,400 2,672,449 2,672,449 10,000 1,626,098 1,636,098 △199,940 5,943,008

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年６月30日　残高
　　　　　　　  　（千円）

△2,979 △2,979 6,027,085

中間会計期間中の変動額    

新株の発行   115

剰余金の配当   △51,758

中間純損失（△）   △35,413

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純
額）

△32,302 △32,302 △32,302

中間会計期間中の変動額合計
　　　　　　　  　（千円）

△32,302 △32,302 △119,358

平成19年12月31日　残高
　　　　　　　  　（千円）

△35,282 △35,282 5,907,726

前事業年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年６月30日　残高
　　　　　　　  　（千円）

833,614 1,671,663 1,671,663 10,000 1,689,880 1,699,880 △199,940 4,005,218

事業年度中の変動額         

新株の発行 1,000,727 1,000,727 1,000,727     2,001,455

剰余金の配当     △47,309 △47,309  △47,309

当期純利益     70,699 70,699  70,699

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

       －

事業年度中の変動額合計
　　　　　　　　  （千円）

1,000,727 1,000,727 1,000,727 － 23,390 23,390 － 2,024,845

平成19年６月30日　残高
　　　　　　　  　（千円）

1,834,342 2,672,391 2,672,391 10,000 1,713,270 1,723,270 △199,940 6,030,064

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年６月30日　残高
　　　　　　　  　（千円）

－ － 4,005,218

事業年度中の変動額    

新株の発行   2,001,455

剰余金の配当   △47,309

当期純利益   70,699

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△2,979 △2,979 △2,979

事業年度中の変動額合計
　　　　　　　  　（千円）

△2,979 △2,979 2,021,866

平成19年６月30日　残高
　　　　　　　  　（千円）

△2,979 △2,979 6,027,085
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目

前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間

（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採

用しております。

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同左

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同左

 ────── その他有価証券

時価のあるもの

　中間会計期間末日の市場価

格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用

しております。

　なお、組込デリバティブを

区分して測定できない複合

金融商品については、全体を

時価評価し、評価差額を損益

に計上しております。

その他有価証券

時価のあるもの

　事業年度末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用して

おります。

 時価のないもの

　移動平均法による原価法を

採用しております。

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 ────── (2）デリバティブ

　時価法を採用しております。

──────

 (3）たな卸資産

仕掛品

　個別法による原価法を採用し

ております。

────── ──────
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項目

前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間

（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

２．固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）については定額

法）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　　　　10～50年

器具及び備品　３～15年

(1) 有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）については定額

法）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　　　　10～50年

器具及び備品　３～15年

（追加情報）

法人税法の改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した

資産については、改正前の法人

税法に基づく減価償却の方法

の適用により取得価額の５％

に到達した事業年度の翌事業

年度より、取得価額の５％相当

額と備忘価額との差額を５年

間にわたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上しておりま

す。

なお、これによる損益に与え

る影響は軽微であります。

(1) 有形固定資産

建物（附属設備は除く） 

イ．平成10年４月１日から平成

19年３月31日までに取得した

もの 

法人税法に規定する旧定額

法

ロ．平成19年４月１日以降に取

得したもの 

法人税法に規定する定額法

建物以外 

イ．平成19年３月31日以前に取

得したもの 

法人税法に規定する旧定率

法

ロ．平成19年４月１日以降に取

得したもの 

法人税法に規定する定率法

　なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物　　　　　10～50年

器具及び備品　３～15年

 (2）無形固定資産

　自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用

しております。

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

　なお、貸倒実績及び貸倒懸念債

権等特定の債権がないため、当中

間会計期間は貸倒引当金を計上

しておりません。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

　なお、貸倒実績及び貸倒懸念債

権等特定の債権がないため、当事

業年度は貸倒引当金を計上して

おりません。

４．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

──────

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項

消費税等の処理方法

　消費税等の会計処理は、税抜方式

によっております。

消費税等の処理方法

同左

消費税等の処理方法

同左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間

（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

────── ────── （繰延資産の会計処理に関する当面の取扱

い）

　当事業年度より、「繰延資産の会計処理に関

する当面の取扱い」（企業会計基準委員会　

平成18年８月11日　実務対応報告第19号）を

適用しております。

　　これにより、従来は営業外費用の「新株発

行費」として掲記されていたものは、当事業

年度より「株式交付費」として表示する方法

に変更しております。

　なお、これによる損益に与える影響はありま

せん。

────── ────── （企業結合に係る会計基準及び事業分離等に

関する会計基準）

　当事業年度より、「企業結合に係る会計基

準」（「企業結合に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会　平成15年10

月31日））、「事業分離等に関する会計基

準」（企業会計基準第７号　平成17年12月27

日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」（企業会計基準

適用指針第10号　平成18年12月22日）を適用

しております。

────── ────── （有形固定資産の減価償却方法の変更）

　当事業年度より平成19年度の法人税法の改

正（（所得税法等の一部を改正する法律　平

成19年３月30日　法律第６号）及び（法人税

法施行令の一部を改正する政令　平成19年３

月30日政令第83号））に伴い、平成19年４月

１日以降に取得したものについては、改正後

の法人税法に基づく方法に変更しておりま

す。

　なお、これによる損益に与える影響は軽微で

あります。

追加情報

前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間

（自　平成19年７月１日
至　平成20年12月31日）

前事業年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

────── 当社は、平成19年１月４日に㈱総医研ホール

ディングスに商号変更し、会社分割により全事

業である生体評価システム事業を新設の㈱総

合医科学研究所に承継し、純粋持株会社体制に

移行いたしました。このため、当中間会計期間

の財政状態及び経営成績は、前中間会計期間と

比較して大きく変動しております。

当社は、平成19年１月４日に㈱総医研ホール

ディングスに商号変更し、会社分割により全事

業である生体評価システム事業を新設の㈱総

合医科学研究所に承継し、純粋持株会社体制に

移行いたしました。このため、当事業年度の財

政状態及び経営成績は、前事業年度と比較して

大きく変動しております。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成18年12月31日）

当中間会計期間末
（平成19年12月31日）

前事業年度末
（平成19年６月30日）

※１　消費税等の取扱い

　仮払消費税等と仮受消費税等は相殺のう

え、流動資産の「その他」に含めておりま

す。

※１　消費税等の取扱い

同左

※１　　　　　──────

※２　有形固定資産の減価償却累計額

88,480千円

※２　有形固定資産の減価償却累計額

31,836千円

※２　有形固定資産の減価償却累計額

29,614千円

※３　関係会社株式の取得に伴うものでありま

す。

※３　　　　　────── ※３　　　　　──────

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間

（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

※１　営業外収益のうち主なもの ※１　営業外収益のうち主なもの ※１　営業外収益のうち主なもの

受取利息 1,821千円

  

  

  

受取利息 7,372千円

有価証券利息  15,082千円

  

  

受取利息 4,847千円

有価証券利息 1,336千円

抵当証券利息 2,643千円

信託収益 3,300千円

※２　　　    ────── ※２　営業外費用のうち主なもの ※２　営業外費用のうち主なもの

  投資有価証券評価損 58,050千円 株式交付費 7,711千円

社債発行費 12,604千円

　３　減価償却実施額 　３　減価償却実施額 　３　減価償却実施額

有形固定資産 9,554千円

無形固定資産 482千円

有形固定資産 2,222千円

無形固定資産 320千円

有形固定資産 12,468千円

無形固定資産 815千円

（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

普通株式 918 － － 918

合計 918 － － 918

当中間会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

普通株式 918 － － 918

合計 918 － － 918

前事業年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 918 － － 918

合計 918 － － 918
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（リース取引関係）

前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間

（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額

 

取得価
額相当
額
 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

中間期
末残高
相当額
 
（千円）

器具及び備品 4,077 135 3,941

合計 4,077 135 3,941

 

取得価
額相当
額
 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

中間期
末残高
相当額
 
（千円）

器具及び備品 4,077 951 3,126

合計 4,077 951 3,126

 

取得価
額相当
額
 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

期末残
高相当
額
 
（千円）

器具及び備品 4,077 543 3,533

合計 4,077 543 3,533

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 789千円

１年超 3,157千円

合計 3,947千円

１年内 803千円

１年超 2,354千円

合計 3,157千円

１年内 796千円

１年超 2,757千円

合計 3,554千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

支払リース料 142千円

減価償却費相当額 135千円

支払利息相当額 11千円

支払リース料 426千円

減価償却費相当額 407千円

支払利息相当額 29千円

支払リース料 568千円

減価償却費相当額 543千円

支払利息相当額 45千円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法は利息法によっております。

５．利息相当額の算定方法

同左

５．利息相当額の算定方法

同左

（有価証券関係）

　前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度については、いずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で

時価のあるものはありません。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間

（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

１株当たり純資産額 17,004.51円

１株当たり中間純利益金額 278.11円

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額
262.00円

１株当たり純資産額 22,821.91円

１株当たり中間純損失金額 136.84円

　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式は存在するも

のの１株当たり中間純損失であるため記載

しておりません。

 

１株当たり純資産額 23,289.48円

１株当たり当期純利益金額 295.78円

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
272.03円

　（注）１株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基

礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間会計期間

(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

１株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当た

り中間純損失金額（△）
   

中間（当期）純利益又は中間純損失（△）

（千円）
65,794 △35,413 70,699

普通株主に帰属しない金額（千円）

（うち利益処分による役員賞与金）

－

(－)

－

(－)

－

(－)

普通株式に係る中間（当期）純利益又は中間純

損失（△）（千円）
65,794 △35,413 70,699

普通株式の期中平均株式数（株） 236,574 258,804 239,024

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金

額
   

中間（当期）純利益調整額（千円） － － －

普通株式増加数（株）

（うち新株予約権）

14,549

(14,549)

13,433

(13,433)

20,871

(20,871)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり中間（当期）純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要

　平成16年９月28日開催の定

時株主総会決議による平成

17年３月１日発行の新株予

約権（ストックオプショ

ン）762個（普通株式1,524

株）及び平成17年８月29日

発行の新株予約権（ストッ

クオプション）238個（普通

株式476株）

　平成15年５月２日開催の臨

時株主総会決議による平成

15年５月22日発行の新株予

約権（ストックオプショ

ン）168個（普通株式9,408

株）、平成15年８月29日開催

の定時株主総会決議による

平成15年９月５日発行の新

株予約権（ストックオプ

ション）525個（普通株式

4,200株）、平成16年９月28

日開催の定時株主総会決議

による平成17年３月１日発

行の新株予約権（ストック

オプション）762個（普通株

式1,524株）及び平成17年８

月29日発行の新株予約権

（ストックオプション）238

個（普通株式476株）

　平成16年９月28日開催の定

時株主総会決議による平成

17年３月１日発行の新株予

約権（ストックオプショ

ン）762個（普通株式1,524

株）及び平成17年８月29日

発行の新株予約権（ストッ

クオプション）238個（普通

株式476株）
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（重要な後発事象）

前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間

（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

（持株会社体制への移行）

　当社は、平成18年12月８日開催の臨時株主総

会決議に基づき、平成19年１月４日を期日とし

て会社分割（新設分割）により純粋持株会社

体制に移行するとともに、純粋持株会社への移

行にともない商号を㈱総医研ホールディング

スに変更いたしました。

(1) 取引の概要

① 分割対象となった会社の名称及び事業の

内容

当社生体評価システム事業

② 企業結合の法的形式及び結合後企業の内

容

　当社を分割会社として、新設する㈱総合

医科学研究所に事業を承継させる分社型

の新設分割であります。なお、当社は分割

期日をもって、㈱総医研ホールディングス

に商号変更いたしました。

③ 会社分割の目的

　グループ全体の経営効率の向上やコーポ

レートガバナンスの強化等により企業価

値の増大を図るとともに、当社の事業機能

を分社して完全子会社とし、他のグループ

会社と並列の位置づけとすることによっ

て、事業における中立性・客観性を担保す

るという目的で会社分割を行い、当社を純

粋持株会社化するものであります。

④ 分割に際して発行する株式の種類及び数、

並びに割当に関する事項

　新設分割設立会社は当該分割に際して、

普通株式6,000株を発行し、全て分割会社

である当社に割当てました。

分割交付金の支払いはありません。

────── （ストックオプション） 

　平成19年９月27日開催の当社の定時株主総会

において、当社及び当社子会社の取締役及び従

業員並びに社外のコンサルタント及び協力者

に対して、会社法第236条、第238条並びに第239

条の規定に基づき、新株予約権の発行を決議い

たしました。

(2) 会計処理の概要

　上記会社分割は、共通支配下の取引に該当

するため、移転事業にかかる資産及び負債の

移転直前の適正な帳簿価額による純資産額

に基づいて、新設分割設立会社の株式の取得

原価を算定いたしました。
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前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間

（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

（新株予約権付社債および新株予約権の発行

について）

　平成19年１月15日開催の当社取締役会におい

て第１回無担保転換社債型新株予約権付社債

ならびに第６回乃至第10回新株予約権の発行

を決議し、平成19年１月31日に払込みが完了し

ております。その概要は次のとおりです。

Ⅰ．第１回無担保転換社債型新株予約権付社

債について

１．社債の名称

　株式会社総医研ホールディングス第１回無

担保転換社債型新株予約権付社債（転換社

債型新株予約権付社債間限定同順位特約

付）

２．社債の総額

2,000,000,000円

３．各社債の金額

50,000,000円の１種

４．発行価額の総額

2,000,000,000円

５．発行価格

額面100円につき金100円。

　ただし、本新株予約権と引換えに金銭の払

込みは要しない。

６．利率

本社債には利息を付さない。

７．償還期限

平成21年１月30日

８．払込期日

平成19年１月31日

本新株予約権を割り当てる日は平成19年

１月31日とする。

９．本新株予約権の目的となる株式の種類

当社普通株式

10．本新株予約権の目的となる株式の数

　本新株予約権の行使請求により当社が当社

普通株式を交付する数は、行使請求する本新

株予約権に係る本社債の払込金額の総額を

転換価額で除して得られる最大整数とする。

  

11．本新株予約権の総数

40個

12．本新株予約権の行使時の払込金額

社債の発行価額と同額とする。

  

13．新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価額の総額

金2,000,000,000円
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前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間

（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

14．新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

①　本新株予約権の行使により発行する当社

普通株式１株の発行価格は、転換価額（た

だし、転換価額が修正または調整された場

合は修正後または調整後の転換価額）と

する。

②　本新株予約権の行使により株式を発行す

る場合における増加する資本金の額は、会

社計算規則第40条の定めるところに従っ

て算出された資本金等増加限度額に0.5を

乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端

数を生ずる場合は、その端数を切り上げる

ものとする。増加する資本準備金の額は、

資本金等増加限度額より増加する資本金

の額を減じた額とする。

15．転換価額

　転換価額は、１株につき当初156,000円と

する。

  

16．転換価額の修正

　本新株予約権付社債の発行後、毎月第３金

曜日（以下「決定日」という。）の翌取引日

以降、転換価額は、決定日まで（当日を含

む。）の３連続取引日（ただし、終値（終値

のない場合は、気配表示を含む。以下同じ。）

のない日は除き、決定日が取引日でない場合

には、決定日の直前の取引日までの３連続取

引日とする。以下「時価算定期間」とい

う。）の株式会社東京証券取引所における当

社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均

値の90％に相当する金額（100円未満を切り

捨てる。以下「決定日価額」という。）に修

正される。なお、時価算定期間内に、一定の転

換価額の調整事由が生じた場合には、修正後

の転換価額は、本新株予約権付社債の社債要

項に従い当社が適当と判断する金額に調整

される。

　ただし、かかる算出の結果、決定日価額が

78,000円（以下「下限転換価額」という。）

を下回る場合には、修正後の転換価額は下限

転換価額とし、決定日価額が234,000円（以

下「上限転換価額」という。）を上回る場合

には、修正後の転換価額は上限転換価額とす

る。

17．新株予約権の行使期間

　平成19年２月１日から平成21年１月29日ま

で
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前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間

（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

18．資金使途

　新規のバイオマーカー、食薬および化粧品

等にかかる研究開発、ならびに特定保健用食

品等の市販後調査等を行うマーケティング

事業を拡大させるためのインフラの構築等

の事業基盤の拡充に向けた投資等を行うべ

く、これらの事業活動を行う子会社である㈱

総合医科学研究所、㈱ビービーラボラトリー

ズまたは㈱エビデンスラボに対する出資ま

たは融資等に充当する予定であります。

  

Ⅱ．第６回乃至第10回新株予約権について

１．新株予約権の目的となる株式の種類

当社普通株式

２．新株予約権の目的となる株式の数

　本新株予約権１個の行使請求により当社が

当社普通株式を交付する数は、40,000,000円

（以下「出資金額」という。）を行使価額で

除して得られる最大整数とし、本新株予約権

複数個の行使請求により当社が当社普通株

式を交付する数は、行使請求の対象となった

本新株予約権の数に出資金額を乗じた金額

を行使価額で除して得られる最大整数とす

る。

３．発行総数

各10個（合計50個）

４．発行価額の総額

　各4,120,000円（合計20,600,000円）

５．払込期日

　平成19年１月31日

６．新株予約権の行使時の払込金額

　本新株予約権１個の行使に際して出資され

る財産の価額は、40,000,000円とする。

  

７．新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価額の総額

　各404,120,000円（合計2,020,600,000円）

　本新株予約権の行使期間内に行使が行われ

ない場合および当社が新株予約権を取得し

た場合には、上記金額は減少する。
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前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間

（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

８．新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

①　本新株予約権１個の行使により発行する

当社普通株式１株の発行価格は、

40,412,000円を、当該行使請求の時点にお

いて有効な交付株式数で除した金額とな

り、本新株予約権複数個の行使により発行

する当社普通株式１株の発行価格は、行使

請求の対象となった本新株予約権の数に

40,412,000円を乗じた金額を、当該行使請

求の時点において有効な交付株式数で除

した金額となる。

②　本新株予約権の行使により株式を発行す

る場合における増加する資本金の額は、会

社計算規則第40条の定めるところに従っ

て算出された資本金等増加限度額に0.5を

乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端

数を生ずる場合は、その端数を切り上げる

ものとする。増加する資本準備金の額は、

資本金等増加限度額より増加する資本金

の額を減じた額とする。

９．行使価格

行使価格は、当初312,000円とする。

  

10．行使価額の修正

①　当社は、平成19年５月１日以降、平成22年

１月29日までの間、当社取締役会が資金調

達のために必要と認めた場合には、修正開

始日以降、行使価額修正を決定することが

でき、この決定を行った場合には、当社は、

行使価額修正の決定が行われたことおよ

び修正開始日を、行使価額修正決議日に、

新株予約権原簿に記載された各新株予約

権者に通知するものとする。
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前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間

（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

②　行使価額修正の決定が行われた場合、行

使価額は、①修正開始日（当日を含む。）

から修正開始日の翌月の第３金曜日まで

（当日を含む。）の期間においては、行使

価額修正決議日の前銀行営業日まで（当

日を含む。）の３連続取引日（ただし、終

値（気配表示を含む。以下同じ。）のない

日は除き、行使価額修正決議日の前銀行営

業日が取引日でない場合には、行使価額修

正決議日の前銀行営業日の直前の取引日

までの３連続取引日とする。以下「修正開

始日行使価額算定期間」という。）の株式

会社東京証券取引所における当社普通株

式の普通取引の毎日の終値の平均値の

90％に相当する金額（100円未満を切り捨

てる。）に、②修正開始日の翌月の第３金

曜日の翌日以後においては、毎月第３金曜

日（以下「決定日」という。）の翌日以

降、決定日まで（当日を含む。）の３連続

取引日（ただし、終値のない日は除き、決

定日が取引日でない場合には、決定日の直

前の取引日までの３連続取引日とする。以

下「修正後行使価額算定期間」という。）

の株式会社東京証券取引所における当社

普通株式の普通取引の毎日の終値の平均

値の90％に相当する金額（100円未満を切

り捨てる。）に、それぞれ修正される（修

正後の行使価額を以下「修正後行使価

額」という。）。なお、修正開始日行使価額

算定期間または修正後行使価額算定期間

内に、一定の行使価額の調整事由が生じた

場合には、修正後行使価額は、本新株予約

権の要項に従い当社が適当と判断する値

に調整される。

  

　ただし、かかる算出の結果、修正後行使価額

が78,000円（以下「下限行使価額」とい

う。）を下回る場合には、修正後行使価額は

下限行使価額とし、修正後行使価額が

468,000円（以下「上限行使価額」とい

う。）を上回る場合には、修正後行使価額は

上限行使価額とする。

  

11．新株予約権の行使期間

　平成19年２月１日から平成23年１月31日ま

で

12．資金使途

　主としてグループにおける事業の一層の多

角化や強化を行うための子会社設立および

Ｍ＆Ａ等に要する機動的な調達資金等に充

当する予定であります。

  

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】

　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第13期）（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）平成19年９月28日近畿財務局長に提出

(2）有価証券報告書の訂正報告書

平成20年２月29日近畿財務局長に提出

事業年度（第13期）（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。

(3）臨時報告書

平成19年８月15日近畿財務局長に提出

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定（特定子会社等の

異動）に基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

 

  平成19年３月28日

株式会社総医研ホールディングス   

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中川　一之　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小竹　伸幸　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 佐藤　陽子　　印

     

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社総

医研ホールディングス（旧会社名　株式会社総合医科学研究所）の平成18年７月１日から平成19年６月30日までの連結会

計年度の中間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結

貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財

務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加

の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、株式会社総医研ホールディングス（旧会社名　株式会社総合医科学研究所）及び連結子会社の平成18年12月31日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　追記情報

１．事業の種類別セグメント情報に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間から事業区分を変更した。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年１月15日開催の取締役会において第１回無担保転換社債型

新株予約権付社債ならびに第６回乃至第10回新株予約権の発行を決議し、平成19年１月31日に払込みが完了している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が

別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

 

  平成20年３月27日

株式会社総医研ホールディングス   

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中川　一之　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小竹　伸幸　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 佐藤　陽子　　印

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社総医研ホールディングスの平成19年７月１日から平成20年６月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平

成19年７月１日から平成19年12月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財

務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加

の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、株式会社総医研ホールディングス及び連結子会社の平成19年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成19年７月１日から平成19年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が

別途保管しております。

EDINET提出書類

株式会社総医研ホールディングス(E05367)

半期報告書

66/68



独立監査人の中間監査報告書

 

  平成19年３月28日

株式会社総医研ホールディングス   

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中川　一之　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小竹　伸幸　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 佐藤　陽子　　印

     

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社総

医研ホールディングス（旧会社名　株式会社総合医科学研究所）の平成18年７月１日から平成19年６月30日までの第13期

事業年度の中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社総医研ホールディングス（旧会社名　株式会社総合医科学研究所）の平成18年12月31日現在の財政状態及び同日

をもって終了する中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。

　追記情報

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は会社分割により純粋持株会社に移行するとともに商号を変更してい

る。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年１月15日開催の取締役会において第１回無担保転換社債型

新株予約権付社債ならびに第６回乃至第10回新株予約権の発行を決議し、平成19年１月31日に払込みが完了している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が

別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

 

  平成20年３月27日

株式会社総医研ホールディングス   

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中川　一之　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小竹　伸幸　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 佐藤　陽子　　印

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社総医研ホールディングスの平成19年７月１日から平成20年６月30日までの第14期事業年度の中間会計期間（平成

19年７月１日から平成19年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主

資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社総医研ホールディングスの平成19年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年

７月１日から平成19年12月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が

別途保管しております。
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